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序    文 
 
 
日本国政府は、ガボン共和国政府からの技術協力の要請に基づき、同国の零細漁業・内

水面養殖総合開発計画調査に係る予備調査及び事前調査を行うことを決定しました。 
 これを受け国際協力機構は、平成 18年 10月 15日から 10月 26日まで農村開発部第３グ
ループ乾燥畑作地帯第２チーム長の花井淳一を団長とする予備調査団を現地に派遣し、次

いで平成 19年 1月 15日から 16日まで農村開発部第３グループ乾燥畑作地帯第２チーム主
査の内島光孝を団長とする事前調査団を現地に派遣しました。 
調査団は、ガボン共和国政府関係者と協議を行うとともに、計画実施予定地の現地調査

や関連資料収集等を行い、帰国後の作業を経て、調査結果を本報告書にとりまとめました。 
 この報告書が、本調査の推進に役立つとともに、今後この計画が実現し、両国の友好・

親善が一層発展することを期待いたします。 
 終わりにこの調査にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心から感謝の意

を表します。 
 
平成 19年 2月 

 
独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 松田 教男 
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第 1章 調査の概要 

 

1-1. 調査目的 

1-1-1 予備調査 

(1) 水産分野に対するこれまでの協力（無償資金協力、個別専門家、青年海外協力隊等）      

の実施状況、成果等を確認する。 

(2) アフリカ開発銀行（AfDB）の支援により現在実施中の「水産・養殖セクター支援プ

ロジェクト（PSPA）」の進捗状況及び今後の方向性を確認した上で、水産マスタープラ

ン策定を目的とした本要請案件の取り扱いについて先方政府と協議を行う。 

(3) 併せて、今年度開始予定の技術協力プロジェクト「第三国協力・水産・養殖専門セン

ター水産教師育成 3ヵ年計画」 に関し、その協力内容について先方政府と協議を行い、

結果を取りまとめた討議議事録（R/D）の署名・交換を行う。 

(4) 上記(1)～(3)を踏まえ、当該分野における協力ニーズについて分析を行い、中長期的

な視点に立ち、想定される協力プロジェクト（案）について先方政府と協議を行う。 

 

1-1-2 事前調査 

(1) 2006年 10月に派遣した予備調査結果を踏まえ、調査の範囲・項目・工程等について

先方政府と協議を行い、実施細則（S/W：Scope of Work）ならびに M/M（Minutes of 

Meeting）に署名を行う。 

(2) 本格調査の実施に必要な情報（再委託契約ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ情報等）を収集する。  

 

1-2. 要請背景 

1-2-1 ガボン国の概要 

ガボン国（以下「ガ」国）は中部アフリカ、ギニア湾の西岸に位置し、赤道ギニア、

カメルーン、コンゴと国境を接する。国土面積は日本の約 3/4 にあたる 27 万 km2 で、

その 8割が熱帯雨林地帯である。人口は約 140万人で、国民一人あたりの GNIは 4,080

ドル（2004年世銀）であり、サブサハラ・アフリカ諸国の平均値 601ドル（2004年世

銀）と比較して格段に高く、中所得国に位置づけられる。一方、熱帯疾病によると思

われる平均寿命の低さから、GNI 値が高いにも関わらず人間開発指数（0.635）は 175

カ国中 123位（2003年 UNDP）と低位に留まっている。また、「ガ」国の耕地は国土面

積の 1.2％ほどに限られ、穀物自給率は 24％（1998 年 FAO）と農作物の多くを輸入に

頼っている。 

 一方、原油、マンガン、木材等の天然資源には恵まれており、特に石油産業は国

内総生産（GDP）の約 40％、輸出額の 80％を占める。しかしながら、石油産出量は 1997

年をピークに減少し、2003 年には歳入に占める石油部門収入の割合が非石油部門収入
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を下回った。こうした状況の下に、政府は、石油依存経済からの脱却を目指し、貧困

削減戦略文書（PRSP）暫定版（2003年）において水産業、観光業等の振興による産業

の多角化を政策として掲げている。 

 

1-2-2 都市部と農村部の地域格差 

1980 年代以降、輸出産業により都市部の雇用が増加したことなどから農村部では急

速に人口流出が進んだ結果、農村人口の割合はわずか 15％となり、主要農産物であっ

たカカオの生産量は最盛時の 6,000トンから 600トンと 1/10にまで減少した（2005年

FAO）。同国の経済が石油依存型に傾いていく中、開発から取り残された農村部では未

だに自給自足的な生活が営まれている。他方、沿岸部に点在する首都リーブルビルを

はじめとした主要都市では、周辺国から外国人が流入するなど人口が増加し続けてお

り、雇用機会や所得等における都市部と農村部間の地域格差の拡がりが懸念されてい

る。 

 
1-2-3 水産業の現状および課題 

(1) 水産業の位置付け 

GDP に占める水産業の割合は 1.3％、水産業に関わる労働人口は 21,700 人（うち女

性は 12,000 人）であるが、一人当たりの水産物消費量は年間 50キロ（2000年 FAO）

と他のアフリカ諸国と比べて極めて高く（アフリカ諸国の平均値は 8キロ）、水産物は

国民が摂取する動物性タンパク質の約 40％を占める重要な栄養源となっている。水産

物の国内需要は年間 7万トンと推定されるが、年間総漁獲量は 4～5万トンで推移して

おり、不足分はセネガルやモーリタニアなどの域内諸国から冷凍魚や缶詰を輸入する

ことで補われている。また、企業型トロール漁業により年間 3 千トン程度の冷凍クル

マエビが輸出されている。 

 

(2) 海面漁業の現状と課題 

885kmの海岸線延長と 40,600km2 の大陸棚を有し、海面漁業の総漁獲量は年間 3～

4万トンで推移している（海岸線延長 539km、大陸棚面積 23,000km2 を有するガーナ

の総漁獲量はこの約 8倍）。同国海域の資源評価に関する調査は、これまでスペインや

FAO 等国際機関によって実施されており、その結果からは水産資源の最大持続生産量

（MSY）は 25万トンで、現状の 5倍までの漁獲が可能とされている。海面漁業は、外

国漁船（中国、韓国等）や登録水産業者によるトロール漁業（企業型漁業）とカヌー

型小船による刺し網漁（海面零細漁業）に大別される。 

海面零細漁業については、トーゴ人やベナン人といった在留外国人が担い手の中心

となっている。一時期一部の沿岸部における犯罪の多発から外国人漁民は排斥される

状況にあったが、近年主要な漁業生産活動の担い手として、その活動を促進し積極的
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に取り込むことが水産行政上の課題のひとつとなっている。また、同時に、ガボン人

若手漁業者の育成についても、雇用創出等の観点から今後の主要な課題である。 

 

(3) 内水面漁業の現状と課題 

内陸部には多くの河川や湖沼がある他、広大なラグーン（礁湖）が中部から南部沿

岸にかけて広がっている（約１万 km2）。内水面漁業者は海面零細漁業者に比較してガ

ボン人漁業者が 90％と多く（2002 年水産・養殖総局）、カヌー型小船による漁業を行

っている。ガボン人の淡水魚嗜好は強いが漁獲量は約 1 万トンと生産性が低く、需要

に追いつかないのが現状である。 

 

(4) 水産流通の現状と課題 

保蔵輸送システムが未整備であるため、漁獲物の大半は保存期間が長い燻製・塩干

に加工される。しかしながら、そうした作業の多くが衛生環境の悪い砂浜で行われる

ため品質が悪く、消費者に敬遠される原因ともなっている。内水面には嗜好性の問題

から漁獲は容易でも市場価値が低い魚種が存在しており、その利用法の開発が求めら

れている。また、水産加工の主たる担い手は女性であることから、同分野に対する協

力を通じて農漁村コミュニティーにおける女性のエンパワーメントを同時に促してい

くことが期待される。 

 

(5) 養殖の現状と課題 

フランス植民地時代（1950 年代）にティラピア・ニロチカの移植が内陸部で行われ

て以来、小規模な養殖が細々と行われている。養殖振興の拠点として全国 11カ所に養

殖ステーションがあるが、多くは施設維持すら困難な状況であり、十分な成果が上が

っていない。 

 
1-2-4 水産分野に対する我が国の協力 

我が国はこれまで「ガ」国の水産業振興に資する協力として、無償資金協力による

漁民センターの建設の他、ガボン人若手漁民育成を目的とした専門家派遣、研修員受

入等の技術協力を実施している。近年は過去の技術協力により育成された人材を活用

したチュニジアにおける第三国研修等、南・南協力による支援を推進している。 

 

1-2-5 本件の要請内容 

2002 年に「ガ」国政府は我が国に対し、持続可能な水産開発を行うためのマスター

プランの策定、水産・養殖総局の能力向上を目的とした開発調査を要請してきた。他

方、本件要請に先立つ 1998年に、同国政府は「零細漁業・養殖開発計画」を策定して

おり、アフリカ開発銀行（AfDB)との間で同計画の事業化に向けた協議が開始されてい
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た。しかしながら、当時債務返済が滞っていたことから、融資にかかる協議は一時中

断となった。 

2005 年になって本件開発調査の実施が決定されたが、ほぼ同時期に上記債務返済問

題も解決に至ったことから、同年 6月に AfDBによる借款協力「水産・養殖セクター支

援プロジェクト（PSPA）」の実施が決定され、2006年 2月より 5年間で計 2,100万ドル

の融資が行われることとなった。 

こうした状況の変化を受け、2006年 10月に我が国は予備調査団を派遣し、PSPA の

事業計画及び進捗状況や、本件開発調査によるマスタープラン策定の妥当性について

協議を行った。その結果、PSPAはフェーズ 1として漁業拠点の基盤整備には着手しつ

つあるものの、フェーズ 2 の事業内容は未確定であり、2008 年に予定される PSPA の

中間評価においてマスタープランを PSPA に反映させることが可能であることを確認

した。 

同調査結果を踏まえ、我が国は 2007 年 1 月に事前調査団を派遣し、同年 1 月 16 日

に実施細則（S/W）及び協議議事録（M/M）に合意･署名した。 

 

1-3. 調査名及び先方実施機関名 

1-3-1 調査名 

日本名： ガボン国零細漁業・内水面養殖総合開発計画調査 

仏語名： L’Etude sur le Plan de Développement intégré de la Pêche artisanale et 

 l’Aquaculture continentale au Gabon 

英語名： The study on Integrated Development Plan of the Small-scale Fishery and Inland 

Aquaculture in Gabon 

 

1-3-2 実施機関名 

日本名： 森林経済・水利・水産・国立公園省水産・養殖総局 

仏語名： Direction Générale de la Pêche et de l’Aquaculture, Ministère de l’Economie        

Forestière, des Eaux, de la Pêche et des Parcs Nationaux 

英語名： General Directorate of Fisheries and Aquaculture Ministry of Forest  

Eonomy ,Water, Fisheries and National Parks 

 

1-4. 団員構成 

1-4-1 予備調査 

 

担当分野 氏名 所属 

総括 

 

花井 淳一 

 

JICA農村開発部第３グループ 

乾燥畑作地帯第二チーム チーム長 



 - 5 -

 

1-4-2 事前調査 

 

1-5. 調査日程  

1-5-1 予備調査：2006年 10月 15日（日）～10月 26日（木） 

日程 調査内容 宿泊地 

1 10 月 15日 日 成田発⇒パリ着 パリ発⇒ 機中泊 

 

2 

 

10月 16日 

 

月 

リーブルビル着 

在ガボン日本大使館表敬、援助窓口機関表敬 

水産養殖総局表敬 

 

リーブルビル 

3 10月 17日 火 ランバレネへ移動 

MOYEN-OGOUE州知事表敬 

ランバレネ零細漁民センター表敬、視察・協議 

 

ランバレネ 

4 10月 18日 水 ランバレネ零細漁民センター現地踏査 

南部湖漁村現地踏査 

ランバレネ 

5 10月 19日 木 ランバレネ水揚げ状況視察/ランバレネ市場視察 

リーブルビルへ移動 AfDB表敬協議 

リーブルビル 

6 10月 20日 金 OGOUE-MARITIME州水産支局長・州知事表敬 

ポールジェンティ表敬・視察・協議 

カップロペーズ漁村現地踏査 

 

ポールジェンティ

7 10月 21日 土 沿岸部ベナン人漁村現地踏査 

市場視察（グランドビラージュ他） 

草の根無償（船外機WS引渡し式）、リーブルビ

ルへ移動 

 

リーブルビル 

8 10月 22日 日 資料整理 

CMPAにかかる協議（水産・養殖局次長と面談） 

リーブルビル 

水産開発 / 

零細漁業振興 

小野 岩雄 JICAセネガル事務所 広域企画調査員 

調査企画 半澤 美咲 JICA農村開発部第３グループ 

乾燥畑作地帯第二チーム 職員 

通訳 芝原 理之 株式会社公共計画研究所 

担当分野 氏名 所属 

総括 

 

内島 光孝 

 

JICA農村開発部第３グループ 

乾燥畑作地帯第二チーム 主査 
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9 10月 23日 月 ペリエ養殖センター表敬、OFCF専門家との面談 

オウエンド零細漁業センター 

リーブルビル 

10 10月 24日 火 水産・養殖総局との協議 リーブルビル 

11 

 

10月 25日 水 水産・養殖総局との協議 

CMPAポールモール水産・養殖専門センター表敬 

リーブルビル 

12 10月 26日 木 水産援助機関協議 M/M署名、R/D署名 

開発調査ミニッツ署名、リーブルビル発⇒ 

機中泊 

 

1-5-2 事前調査：2007年 1月 15日（月）～1月 16日（火） 

 

1-6. 主たる面談者 

1-6-1 予備調査 

 

 

 

日付 日程 宿泊地 

1 1月 15日 月 成田発⇒パリ発⇒ 機中泊 

2 1月 16日 火 リーブルビル着 S/W 協議、大使館報告リーブル

ビル発⇒ 

機中泊 

外務協力・フランス語圏・地域統合省 

1 アジア大使局長 Alexis BENGONE 

森林経済・水利・水産・国立公園省 

2 大臣 Emile DOUMBA 

3 官房長官  Pierre MOUSSAVOU 

4 事務次官 Micheal ADANDE 

5 水産・養殖総局局長  Louis Gabriel PAMBO 

6 水産・養殖総局次長 Guy Aniceb RERAMBYATH 

7 水産・養殖総局協力顧問 Gorge MBA-ASSEKO 

8 水産・養殖総局企業型漁業部部長 KOMBILA Moussihene 

9 水産・養殖総局零細漁業部部長 DOUMAMBILLA.B.Jean de Dieu 

10 水産・養殖総局水産養殖部部長 Gilles Auvelin BOUPANA MAPEYI 

11 ランバレネ零細漁業センター所長  Marika NGOVANGUE 

12 ﾎﾟｰﾙｼﾞｪﾝﾃｨ零細漁民センター所長 Alain Patrick PAMBO 

13 オウエンド零細漁民センター所長  Rodrigue LIWEGHA 
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1-6-2 事前調査 

 

地方自治体 

14 MOYEN-OGOUE（中部オゴウエ）州知事  Joseph IKAMBA 

15 OGOUE-MARITIME（海岸オゴウエ）州知事 Jean Marie BEKAB'OBAME 

アフリカ開発銀行ガボン代表部 

16 農業経済学者 PSPA担当 Jean Louis MOUBANBA 

BOUSSOUGOU 

外務協力・フランス語圏・地域統合省 

国際協力部長 Serge OFFOUGA D’OTHAKEME 

開発計画企画省 

生産的プロジェクト投資部長 Sylvestre MAKANGA 

農業・畜産・農村開発省 

ガボン開発研究所長 Christian RENARDET 

森林経済・水利・水産・国立公園省 

水産・養殖総局局長  Louis Gabriel PAMBO 

水産・養殖総局次長 Guy Aniceb RERAMBYATH 

水産・養殖総局協力顧問 George MBA-ASSEKO 

水産・養殖総局零細漁業部部長 DOUMAMBILLA.B.Jean de Dieu 

水産・養殖総局水産養殖部部長 Gilles Auvelin BOUPANA MAPEYI 

水産・養殖総局規制管理・監視部長 Jean AMPARI 
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第 2章 協議の概要 

 
2-1 予備調査 

調査団は、外務協力・フランス語圏・地域統合省及び森林経済・水利・水産・国立

公園省水産・養殖総局を含む関係機関と開発調査の基本構想や調査内容について協議

を行い、M/Mを取り交わした（付属資料 1. 参照）。 

 

2-1-1これまでの協力のレビュー 

これまで我が国が実施してきた協力は、ガ国の水産開発に大きく貢献してきた。特

に漁民センターが設立された地域においては、漁民センターが当該地域の水産活動の

拠点として十分に機能している。また、1998年以来協力を行ってきた若手漁民の育成

の一環として、「水産・養殖専門センター（CMPA）水産教師育成 3ヵ年計画」と称さ

れる第三国技術協力プロジェクトの実施に合意した。 

 

2-1-2 PSPAの進捗状況 

PSPAプロジェクトの土台となった「零細漁業・養殖開発計画」は必ずしも漁民の社

会経済的データに基づいていなかったため、社会経済的及び環境的側面に配慮した漁

業と養殖分野の持続可能な開発に関する総合的ビジョン、そのための戦略的な調査の

実施が求められていることが明らかとなった。また、本開発調査の調査結果について

は、PSPAプロジェクトの中間評価（2008年 11月）以降の事業内容に反映可能である

ことを確認した。 

 

2-1-3 将来の協力計画（開発調査の基本構想） 

水産・養殖資源の適切な利用を通じて、恒常的かつ季節的な漁民（専業漁業者、季

節漁業者）の収入と生活を改善させる為に、零細漁業振興による貧困削減戦略を策定

する。また、調査実施過程においてガボン側のカウンターパートおよび漁民の能力を

向上させる。 

 

(1) 内水面漁業 

貧困層の割合が高い内陸部における社会経済開発の現状を考慮し、漁業分野のみな

らず、農業、畜産、生産物流通分野の開発を通じて住民の生活改善に資する農漁村総

合開発のための調査を実施する。農業分野においては、営農および農産物加工を含む

複合的農業の可能性についても検討する。 

 

(2) 海面零細漁業 
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ガボン政府にとって、現在、漁業者の大多数を占めている外国人漁民とその活動、

特に彼らの身分と水産セクターにおける社会経済的役割を明確にし、水産セクター政

策に反映していくことが不可欠である。既存の開発計画における情報等を最大限活用

し、主として外国人漁民コミュニティーの社会経済調査及び資源管理に関する調査を

実施するとともに、漁民参加型資源管理にかかる実証事業を行う。 

 

(3) 内水面養殖業 

地域別の養殖ポテンシャルを特定し、すでに養殖活動を行っている地域においては、

現在、海外漁業協力財団（OFCF）と PSPA によって実施されている養殖プロジェクト

に必要な情報を提供するための社会経済および環境調査を実施する。 

また、経済的収益性、収入増加、食糧自給の視点を考慮に入れて、農村部の総合的

開発アプローチを提案する。半集約的養殖に関しては、OFCFと AfDBが既にインフラ

と人材強化および養殖技術の改善を支援していることから、これらの機関と連携して、

半集約的養殖を発展・振興するための普及計画を策定する。 

粗放養殖に関しては、様々な収入創出活動を組み合わせ、村落部の総合的開発計画

を策定するために、参加型の視点で住民との意見を取り込んだ、パイロット事業を実

施する。また、村落小規模養殖の普及の戦略を策定する。なお、企業的養殖は調査対

象から除く。 

 

(4) 水産資源の調査と評価 

ガボン国においては、水産研究所のようなカウンターパート機関や調査船が無いた

め、前述した３つの協力分野における調査の実施と平行して、技術移転は困難であり、

調査項目から除く。しかしながら、ガボン側は、漁獲物の評価と統計の面における協

力を要望した。 

 

(5) 調査における留意点 

① 貧困削減を目指す地域開発と漁業生産量の増大を目指す水産開発の両立を図るため、

開発調査においては社会経済調査が実施される。 

② 開発調査においては実証事業が実施される。 

③ 「零細漁業・養殖開発計画」において収集された情報・データは最大限活用される。 

④ 調査の成果は PSPAの中間評価の際に、軌道修正に活用される。 

⑤ 開発計画結果は DGPA だけでなく、他のドナーによっても利用される。そのため、

調査のプロセスにおいては関係者間での情報交換がなされる。 

 

2-2 事前評価調査 

S/Wの主な内容は次のとおり。 
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2-1-1 案件名は成果品名と区別して設定する。 

案件名 

（和）ガボン零細漁業・内水面養殖総合開発計画調査 

（仏）L’Etude sur le Plan de Développement intégré de la Pêche artisanale et l’Aquaculture 

continentale au Gabon 

（英）The study on Integrated Development Plan of the Small-scale Fishery and Inland 

Aquaculture in Gabon 

 

    計画名（策定される計画 ・成果品の名称） 

（和）ガボン零細漁業・内水面養殖総合開発計画（マスタープラン） 

（仏）Le Plan directeur de Développement intégré de la Pêche artisanale et l’Aquaculture 

continentale au Gabon 

（英）Integrated Development Plan of the Small-scale Fishery and Inland Aquaculture in Gabon 

 

2-2-2 本格調査の目的 

(1)  水産資源の持続的な利用を通じて漁民（養殖従事者含む）の生計と生活を改善し、

また、生計手段の開発とその振興を実現するための農漁村総合開発計画を策定する。 

(2)  調査実施過程においてガボン側のカウンターパート及び漁民（養殖従事者含む）

の能力を向上させる。 

 

本調査の目的は主として上記 2点であるが、別添M/Mで記載されているとおり、収

入創出活動の推進により漁業コミュニティーの貧困削減を目指すこと、漁業資源の持

続的な活用のために漁民及び漁業関係者の組織化を行うこと、漁業活動における外国

人や女性の役割を明確にした支援を強化すること、開発にあたっては伝統的な知見も

取り入れていくことなどについても合意された。 

 

2-2-3 調査地域 

本調査の対象地域は、「ガ」国全土 9州の漁業地域とする。各州を主たる漁業形態（内
水面漁業、海面漁業、内水面養殖）ごとに分けると以下のとおり。 

 
(1) 内水面漁業（7州） 

エステュール、中部オゴウエ、沿岸オゴウエ、ニャンガ、オゴウエロロ、オゴウ

エイヴィンド、ンゴウニエ 
 
(2) 海面漁業（3州） 
エステュール、沿岸オゴウエ、ニャンガ 
 

(3) 内水面養殖（7州） 
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エステュール、中部オゴウエ、ニャンガ、オゴウエロロ、ンゴウニエ、ウォウレ

ウニテム、高地オゴウエ 
  

現地踏査は海面零細漁業及び内水面漁業・養殖の現状を大局的に把握し、開発ポテ

ンシャルの高い地域を明らかにするために実施される。社会経済ベースライン調査は

貧困削減の観点から開発の制限要因及びポテンシャルを明らかにするために選定され

た地域で実施される。また、その結果を踏まえて、実証事業の対象村落が決定される。 

 

2-2-4 調査工程 

＜フェーズⅠ＞ 

① 既存資料の収集・分析（アフリカ開銀 PSPAプロジェクト、既存の開発計画含む） 

② ガ国水産政策を踏まえた調査方針・調査計画の詳細策定 

③ 概況調査及び分析 

④ 初期環境調査 

⑤ 農漁村社会ベースライン調査 

⑥ 上記ベースライン調査を踏まえた実証事業対象村の検討 

⑦ 概定マスタープランの策定 

⑧ 調査の進捗及び概定マスタープラン内容にかかるワークショップの開催 

 

＜フェーズⅡ＞ 

⑨ 実証事業対象村の選定及び実施計画の作成 

⑩ 実証事業の実施 

⑪ 実証事業の進捗及びその活動内容にかかるワークショップの開催 

⑫ 実証事業結果の概定マスタープランへの反映 

⑬ マスタープランの策定 

⑭ マスタープランにかかるセミナーの開催 

 

2-2-5 開発計画の内容 

マスタープランは以下の課題に対する解決策を含むこととする。 

① 内水面漁業地域における農漁村振興 

② 海面零細漁業地域における漁村振興 

③ 参加型海面漁業資源管理 

④ 内水面養殖開発 

⑤ 水産物流通改善 

⑥ 水産統計システム改善 

⑦ 水産・養殖総局の人材育成にかかる提言 
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⑧ 水産業（養殖含む）における女性の役割の明確化及び支援 

 

上記⑦、⑧については①～⑤の開発課題において盛り込まれる視点及び調査結果か

ら提言がなされるものと位置づけられる。 

 

2-2-6 実証事業の内容 

概定マスタープランの中から優先されるプロジェクトやその有効性を検証すべきも

のを選択し、実証事業を実施する。実証事業を実施するサイトについては、ベースラ

イン調査の対象となった農漁村から必要な条件に応じて選定する。現時点で想定され

る事業は以下のとおり。 

 

(1) 内水面漁業 

  a. 主要魚種の資源動向や漁期に適合した漁具・漁法の改善 

   b. 複合的農業経営の視点を取り入れた収入創出活動（農業、畜産、林業） 

   c. 上記生産物（水産物加工品、農業生産物）の市場開拓 

  

(2) 海面零細漁業 

   a. 共同管理方式による参加型資源管理の試行 

   b. 外国人漁民の活動を考慮したガボン人漁民の組織化及び支援    

c. 外国人漁民の生活改善のための漁民組織化の促進 

    d. 水産物加工品の開発と付加価値化 

 

(3) 養殖 

   a. ペリエ養殖センターと地方拠点養殖ステーションとの連携による半集約的養殖普及

の試行 

   b. 内陸地域における粗放養殖の試行 

 

2-2-7 相手国政府機関 

水産・養殖総局が責任官庁となり、行政面における他省庁、非政府機関、ドナー等

との調整を行う。 

 

2-2-8 ステアリングコミッティー 

予備調査における協議結果を踏まえ、水産資源のみならず農業資源の活用による総

合的農漁村開発を実施していくことから、水産・養殖総局以外の以下の機関がメンバ

ーとなる。 

(1) 農業・畜産・農村開発省 IGAD及び ONADERの代表者 
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(2) 開発計画企画省の代表者 

(3) 経済、財務、民営化省の代表者 

(4) 外務・フランス語圏・地域統合省の代表者 

 

また、本調査と連携が予定されている PSPAプロジェクト代表者もオブザーバーとし

て出席する。 

    

2-2-9 カウンターパートの配置 

水産・養殖総局は調査開始までに調査に必要とされるカウンターパートを配置する。 

 

2-2-10 本邦研修/第三国研修 

水産・養殖総局は以下の研修について要望している。 

(1) 熱帯における漁業に関する本邦研修 

(2) 内水面養殖に関する本邦研修 

(3) 効果的な零細漁業開発に関する第三国研修（モロッコ） 

(4) 内水面養殖及び農業に関する第三国研修（エジプト） 

 

2-2-11 セミナー/ワークショップの実施 

(1)  フェーズⅠにおいては調査活動及びその結果について水産・養殖総局及び他ドナー

と情報共有するためにワークショップを開催する。 

(2)  フェーズⅡにおいては終了段階でガボンにおける水産開発戦略について他ドナー

と意見交換し、マスタープランの事業化のための資金確保を促す。 

 

2-2-12 車輌 

車輌は日本側が手配する。 

 

2-2-13 レポート 

ファイナルレポート、環境社会配慮に関連する調査報告書は一般に公開される。 

 

2-2-14 言語 

S/W、M/M 及び各種報告書については、仏文・英文の両方で作成するが翻訳が一致

しない場合には英文を優先とする。 
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第3章 調査の結果 

 
3-1 自然条件（位置、面積、地形、気候） 
ガボン国は中央アフリカ、ギニア湾最奥部の西岸に位置し、赤道ギニア、カメルー

ン、コンゴと国境を接する。国土面積は 27万 km2で日本の約 3/4にあたる。地形は変
化に富み、河川によって分断された丘陵地が多数ある。ガボンの中央を流れるオゴウ

エ川は長さ 1,200kmを有し、東南の国境にある都市フランスビルから沿岸部のポール・
ジャンティの南へと注ぎこんでいる。また、国土全体に漁業や養魚業に適した多数の

湖沼を有し、雨期にはその周辺が氾濫原となると考えられる。 
沿岸部の波は比較的穏やかでサイクロン等の長時間かつ広範囲に風をもたらす熱帯

性低気圧もガボンの海域では発生しない。 
気候は熱帯雨林気候で年間降水量は 1,500～3,000mm で季節は大小の雨期・乾期と 4
つに区分されている。 
                

観測地（ココビーチ）の年変化
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（外務省 HPデータより調査団が作成） 
 
3-2 社会経済条件（人口、民族、経済活動、土地利用状況） 
ガボン国の人口は 138万 4千人（2005年国連）で、都市人口 85％、農村人口 15％と
過疎化と地域間格差の拡がりが懸念される。民族はこの地に最も古くから居住するピ

グミー族をはじめとして、ファング、バコタ、ムベデ、ムイェネ、メリエの 7 つに大
きく分けられる。 
同国は原油、マンガン、木材等の天然資源に恵まれており、特に石油産業は国内総

生産 GDP の 40％、輸出額の 80％を占める。GDPに対する各セクター割合は農林水産
15％、工業 60％、サービス業 25％とされている（2001 World Fact Book）。 
国土の 85％が森林で耕作地は 1.26％に過ぎず、食料自給率わずか 24％と食料の多く

ガボンの季節区分 
小乾期：1月～2月 
大雨期：3月～5月 
大乾期：6月～9月 
小雨期：10月～12月 
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を輸入品に依存し、自給自足的な農業が営まれている。 
 
3-3 国家政策 
ガボン政府は 1997 年以降の「国家 3 ヵ年計画」（1997、2000、2003）の中で、①構
造改革、②石油依存体質からの脱却のための産業の多角化、③貧困削減の 3 つを重点
項目として掲げている。 
水産開発は PRSP（2006年 6月策定）においても、産業の多角化の重点開発産業とし
て木材加工業、観光業とともに位置づけられる。これまでの水産行政においては基礎

インフラ整備に重点的に取り組んでいるが、今後の水産政策の目標は以下の 5 項目で
ある。 

 
(1)  食料安全保障に貢献し、国内の自給率を向上させる。 
(2)  漁業・養殖業を国内経済多様化のプロセスに取り込む（国内総生産の増加、安定し
た雇用の創出、等）。 

(3)  外国人労働者が80％を占める水産業へのガボン国民の参加を促進し、貧困を削減す
る。 

(4)  水産物の付加価値を生み出す。 
(5)  水産物の輸入国から輸出国への転換を図り、経済収支を改善させる。 

 
3-4 実施機関（森林経済・水利・水産・国立公園省 水産・養殖総局） 

1995年 11月に森林経済・水利・水産・国立公園省内で水産及び養殖分野に関する行
政を担当する組織として正式に定められ、以下の業務を担う。 

 
(1) ガボン国内の水産業及び養殖業に関する活動の監督・指導 
(2) 水産業に関する法規・条例などの施行 
(3) 水産開発にかかる計画と実施 
(4) 水産業に関する各種調査の実施 
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水産・養殖総局組織図 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

森林経済・水利・水産・国立公園省  

Ministere de l’Economie Forestiere, des Eaux,  

de la Peche, et des Parc Nationaux 

水産養殖総局 

Direction General des Peche et de l’Aquaculture 

企業型漁業部 

Direction des Peche Industrielles

零細漁業部 

Direction des Peche Artisanales 

水産養殖部 

Direction de l’Aquaculture 

規制・管理・監視部 

Directure de la Reglementation, 

Controle & Surveillance 

総務・財務部：Direction des Affaires Administratives & Financiere  

9地方支局 Inspection Provinciales 

顧問（2名）：Conseillers 

ガボン人2名、JICA 専門家１名 

企業型漁業課：S. des Peche Industrielles

国立公園総局 

海洋零細漁業課：S. des Peches Artisanales Maritimes 

内水面漁業課：S des Peches Continentales 

内水面養殖課：S de l’Aquacurture Continentale

海洋養殖課：S de l’Aquaculture Maritime 

規制・係争課：S. de la Reglementation & Contentieux 

衛生・品質管理課：S de la Qualite & Inspection Sanitaire

漁船監視課：S. Conttrole & Surveillance 

漁業監視所（5ケ所）Brigade de Peches 

水産統計室：Cellule Statistiques 

審議官：Charge d’etude 

淡水養殖ステーション11箇所 

Station Piscicoles 

資源評価課：Service d’Evaluation 

森林経済総局 水利総局 
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3-5 水産業の現状と問題点 
3-5-1 内水面漁業 
ガボン内水面漁業の中心都市であるランバレネを州都とする中部オゴウエ

（Moyen-Ogooué）州の漁業を一例として以下に記述する。 
 

(1) 中部オゴウエ州における内水面漁業 

 

(2) 漁業者数 
2005 年時点の漁業従事者数は 2,156 人（内ガボン人 2,128 人、外国人 28 人）とガボ
ン人が 98％を占める。 

 
(3) 漁具・漁法 
漁業規模は小規模で行われているのが一般的で、丸木舟を使った底刺網・延縄・一本

釣り・エビ篭漁などが行われている。 
 
 

    

写真1 無動力カヌー（椿専門家提供）           写真2 船外機装備カヌー 
 
  
                

中部オゴウエ州は、全長1,200km にもおよぶオ
ゴウエ川の中下流域と大小様々な湖沼を有する

水資源の豊かな地域である。この地域は、ガボン

内水面漁業の中心地であり、内水面漁業総生産量

の60%におよぶ年間5,000トン以上を生産してい
る。州内には、オゴウエ県とランバレネ周辺の湖

に101、アバンガビニェ県に54の漁村がある。 
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一般的には、ティラピアを対象としたマルチフィラメント有結節目合 45～60mmの刺
網が使われている。 

 
  

     
写真4 延縄 

   
 

     
    写真5 生餌採取用 竹竿の仕掛け 
 

     
写真6 エビ篭 

 
(4) 魚種 
漁獲対象魚種は、周年でティラピア、アロワナ（学名：Heterotis niloticus、現地名：
サンノン sans nom“名無し”の意）、ナマズが最も多く、9月から 11月にかけては海か

・材質：モノフィラメント 

・網規格： 

目合い35～50mm 

  網丈 100目、3,5～5ｍ 

  網長 200～300ｍ 

・浮子：ゴム草履・発泡スチロール切れ端 

・沈子：石ころ

・長さ2ｍ程の太目の竹を材料とし、節目に開口部を

入れて、小魚がいそうな場所に数本一緒に設置す

る。数時間置くと小魚が隠れ場所・棲家として竹筒

の中に入り込んでくる。 

規格：高さ40 cm×開口部底辺長さ45 cm×側面底辺長80 cm

開口部は、内側が小さくなる紡錘型となっている 

餌 ：中央部に魚の切り身を吊るす 

写真3 モノフィラメント刺網 

・幹縄：ナイロンマルチフィラメントロープ 

    長さ100～200m 

・枝縄：テグス、長さ5cm 

・釣針間隔と針数：50～100 cm、50～100本 

・浮子：プラスチックオイルケース 

・沈子：石 

・餌：エビまたは小魚生餌 

・対象魚種は、海から産卵回遊してくる魚種 
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ら産卵回遊してくるフエダイ・ツバメコノシロ・ニベ・ヒラアジ・ターポン・サメエイ

類も漁獲される。 
   

    
写真7 ﾃｨﾗﾋﾟｱ    写真8 ｱﾛﾜﾅ     写真9 ﾅﾏｽﾞ   写真10 現地名ﾔﾗ 
                                 

                   
写真11 ﾌｴﾀﾞｲ             写真12 ﾂﾊﾞﾒｺﾉｼﾛ          写真13 ﾋﾗｱｼﾞ 
 

  

   写真14 ﾀｰﾎﾟﾝ 
 

(5) カヌー所有数 
① 総数 
当該地域におけるカヌー総数は 1,543艘（2005年統計）、そのうち 1,193艘が手漕ぎ、 

350艘が船外機付きである。船外機装備率はわずか 23％である。また、国内内水面総カ
ヌー総数が約 1,850艘（2003年統計）であることから、内水面カヌー総数の約 80%を占
めていることになる。 

 
② 所有者数 
カヌーの所有者総数は 1,427人で、内 354人は主に仲買人の女性が所有している。ピ
ローグ総数とカヌーの所有者総数の差は 115人であるが、主に魚の運搬及び仲買をおこ
なっている漁民または仲買人が複数のカヌーを所有しているためである。 

 
③ カヌー建造費 
   - 1人乗りカヌー（7m）    ：  15,000～ 20,000 FCFA 
   - 3人乗りカヌー（9～10m）  ：   45,000～ 60,000 FCFA 
   - 5人乗りカヌー（11～12m） ：    75,000～100,000 FCFA 
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建造用木材を伐採する際には伐採料 6,500FCFA/本（水森林局）は発生する。なお、
船外機の価格は、約 140万 FCFA（15馬力）、約 210万 FCFA （40馬力）で、リーブル
ビルで購入する。船外機は、操業用として 15 馬力のものが最もよく普及しており、40
馬力と 25馬力がそれに続き運搬用に利用されている。 

 
(6) カヌーの種類 
内水面で使われる現地で建造される伝統的なカヌーは、オクメ(Okoumé)と呼ばれてい
る現地産の木を加工して造られる。小型のカヌーは木の幹をくりぬき、8m 以上のカヌ
ーは木材を船底キールに使用して建造される。ガボン方式は、船尾に板を張り、そこに

船外機を設置する。ナイジェリア方式は、四角い井戸をカヌー後部に作り、底に船外機

を設置する。 
 
(7) 漁期 
漁期は季節により変動する。盛漁期は大乾期で、水位が下がるため漁に適している。

1艘当たり 1日 100kgほどの漁獲がある。また、水温が上昇する（22～28℃）小雨期の
前にも沿岸に生息する魚種が湖沼に産卵回遊してくるため、特に大型魚の漁期となる。

水位が上がる小乾期から大雨期は、水域が広がり漁業に適さず、閑漁期となる。 
 

(8) 資源量 
当該地域の漁業は小規模に刺網・延縄等の選択漁法で行われており、水位が高くなる

雨期は閑漁期となるため、漁獲圧力は弱く、資源量が保たれているといえる。 
 

(9) 漁業における女性の役割 
当該地域では、女性も男性同様に直接漁業に従事している。 
一般的に漁村における漁業・農業・林業から得られる各家庭の収入は、一つにまとめ

られて夫婦共同で管理されるなど、社会・家庭での女性の地位はある程度確保されてい

るようである。しかしながら、これまで漁業における女性の役割は明確にされていない

ため、女性の労働力はあまり認識されていない。 
 

(10) 仲買人 
手漕ぎカヌーにより漁獲された魚は、村の浜辺に集荷され、船外機カヌーを所有する

漁民または仲買人（女性が多い）に委託してランバレネ漁民センターに運ばれ、販売さ

れている。運搬販売手数料は販売額の 3分の 1ほどである。 
 

(11) 金融制度 
漁村 Neuguentogoloのインタビュー結果によれば、組合組織は存在しないが、生産財
を購入するための個人金融制度「トンチン」（5～10 人程で小グループを組織し、皆で
集めたお金を順番に利用する）がある。 
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(12) 燻製品の生産 
漁獲された魚のうち、ランバレネで売れる魚種（上記④）は鮮魚販売用として、現  
地で Diversと呼ばれている雑魚（カライワシ・小魚類）は自家消費用または燻製用に利
用される。 

 

         
写真15 伝統的ﾊﾞﾝﾀﾞ方式釜     写真16 燻製前のｶﾗｲﾜｼ     写真17 2日目のｶﾗｲﾜｼの燻製 

 
燻製は、アフリカ各地で見られる伝統的なバンダ方式1で行われ、カライワシ等の雑
魚とアロワナ、ティラピア、ニベ類が使用されていた。 

 
(13) 自給自足的農業 
漁村では、漁業以外にも村の後背地や開墾地を利用して、自給や販売のための野菜・

果樹栽培を男女が共同して行なっている。これらの労働は基本的に漁業と同様に男女ほ

ぼ平等であるが、木材の伐採は男性が行っている。開墾地においてはマニョック・タロ

イモ・ピーナッツ・バナナ・パイナップルなどが栽培されていた。 
 

                 

写真18 タロイモ、マニョック    写真19 パイナップル        写真20 現地の果物 

 
(14) ランバレネ漁民センターの利用 
開所わずか 1年であり、衛生状況が整った漁民センターを利用する価値が十分に認識 
されていないため、既存の水揚げ地を利用する漁民もいる。製氷販売、給油、船外 
機の修理等施設が完備されている。 

 

                                                        
1直径7～8cm の木を支柱として高さ80～100cm の場所に横木を渡し、その上に格子状に約30cm 間

隔に丸太を載せ、その上に太目の金網を設置する。支柱の間は3面がドラム缶を切り開いた鉄板

またはブリキ板で遮蔽され、残り一面が燻材を燻すため開閉できるようになっている。燻製中は、

金網の上においた魚の上に、薫煙が釜内に充満するようにドラム缶板または段ボールが置かれる。

燻材として、固めの木が使われているが特別な木は使われてなかった。訪問した漁村では、まだ

水分が体内に少し残る燻製度の甘い2日間燻製が行われていた。 
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写真21 製氷販売      写真22 ガソリンスタンド    写真23 船外機ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 

 
(15) 水産物加工・流通 
オゴウエ川及び大小様々な湖沼で漁獲された魚の大部分は、ランバレネ漁民センター 
実現後センターまでカヌーで運搬され、浮桟橋で水揚げ販売されるようになった。 
 

     
写真24 浮桟橋での水揚げ 写真25 水産物の計量  写真26 鮮魚保冷ケース 写真27 仲買人の鮮魚運搬 
   
漁民センターにおける水揚げ価格及び仲買人の郊外市場での販売価格の比較を以 
下の表にまとめた。 

                         表3-1. ランバレネ主要魚種魚価      単位：FCFA 
魚種 センター水揚げ価格 市場及び郊外価格 

ティラピア 1,000 1,300（市場） 
キャピテン 1,500 1,800（市場） 
ナマズ 2,000 2,500（市場） 
アロワナ 1,000 2,000（郊外） 
ヤラ 2,500  

                         *10月19日現在の調査データのため、季節変動あり        

   
この地域の主要な魚種であるアロワナは、一般的に燻製または開き塩干加工されて保

存性が高められ、町の市場で売られてリーブルビル、ポールジェンティに搬出されてい

る。塩干の価格は 1,000FCFA/1kgで燻製よりもやや高い。  
 

           
写真28 燻製アロワナ          写真29 開き塩干アロワナ 
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(16) 交通手段 
幹線道路以外の陸上の道路は整備されてないため、当該地域における交通手段は主に 
水路を利用したカヌーに依存している。他に物流ルートとして国道 1号（リーブルビ 
ルとランバレネ間）の陸上交通とオゴウエ川（ポールジェンティとランバレネ間）の 
水上交通がある。 

 
(17) ランバレネ周辺漁村の現状 

 

                              
                            写真 30 Oguewa 村 

                                                 
【問題点】 

(1) 技術的側面 
① 水位が上昇する雨期に効果的な漁具漁法がない。 
② 周年漁業を継続することを目的として、浮き生簀にティラピアの天然稚魚を入れた

畜養プロジェクト案があるが、技術的・資金的な問題で実現するに至ってない。 
 

(2) 社会的側面 
① ほとんどの漁村が周辺と隔離された湖沼に点在しており、住民は公共サービスの便

益を享受できていない。 
② 漁民女性達は、漁業、農業、水産物の加工、家事と多くの仕事を抱えて、厳しい労

働生活環境の中におかれている。 
③ 近隣に学校がないため、若者の離村による過疎化が進み、内水面漁業の後継者不足

が深刻な問題となっている。 
 

(3) 制度的側面 
① 内水面漁業振興及び零細漁村振興に対する政府の助成支援策（例えば漁業資機材購

入のためのマイクロクレジット制度、漁業振興および漁村生活環境改善整備のため

の補助金制度他）の整備が遅れている。 
閉鎖水域的な要素を持つ湖の漁業は、基本的に漁業に従事している漁民と漁業養

殖総局支局が共同して持続的な漁業資源利用管理をしていかなければならないが、

そのような動きが見られない。 
 

(4) 水産行政的側面 
① 内水面漁業の実態調査とその分析がなされておらず、内水面漁業分野の中長期的視 

点にたった総合的・地域的開発計画が策定されていない。 

漁村オゲワ Oguewa 村では、人口（成人）約 50 人
のほとんどが兼業で漁業を行い、農業・林業にも従事

していた。 
村には船外機付きの個人所有のカヌー（4艘）と共
同利用の手漕ぎカヌー（7艘）があり、手漕ぎカヌー
は刺網にかかった魚の回収・漁場往復用として使われ

ていた。 
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(5) インフラ・機材の側面 
① 漁村が湖沼に点在するなど水揚げ地や市場へのアクセスが大変難しい。 
② 大都市リーブルビル、ポールジェンティから遠く離れており、輸入漁業資機材の現

地調達が困難で、慢性的な資機材不足状態にある。また、これらの資機材は高価で、

零細漁民の漁業規模拡大ニーズの阻害要因となっている。 
③ 零細漁村における生活インフラの整備は十分に行き届いておらず、住民は厳しい生

活環境を強いられている。 
 

(6) 漁民教育・組織化 
① 当該地域の漁民は、伝統的に独自性が強く、生活労働環境を改善するための組織化

が進まない。 
② 当該地域の漁民は、生活労働環境改善を目的とする啓蒙・再教育の場を有していな

い。 
 

(7) 漁業環境 
① 伝統的な漁法（刺網と延縄）では、水位が上昇する雨期に対応できない。また、こ

れまで水域の漁場環境調査がなされていないため、棲息する魚種・その生態・その

資源量が明らかになっておらず、季節変化に応じた効果的な漁業ができていない。 
② 水温が上昇する（22～28℃）小雨期にかけて海から産卵回遊してくる多くの魚種（親
魚）の量が、河口域でトロール漁船等により集中して漁獲されるため回遊量が年々

減少してきている。 
③ 経験的に産卵回遊してくる魚の湖内の産卵場所がある程度確認されているが、多く

の場合産卵場所が漁場となっており、資源保護のための禁漁水域・期間の設定など

の措置がとられていない。 
 

3-5-2 海面零細漁業 
ガボンは、約 750km海岸線と大陸棚 42,000km２を有し、沿岸には西からギニア湾海 
流（暖流）と南からベンゲラ海流（寒流）が流れており、海産生物が棲みやすい豊か

な漁場環境を形成している。 
 

(1) 漁業資源状況 
FAO, NORAD、ORSTOM,スペインの漁業資源調査を通じて、下記のような資源評価
推定がなされている。しかしながら、湧昇流の勢いが強くなる乾期（8月頃）にはロペ
ス岬の南側の地域でバイオマスが雨期の 4 月頃と比べて５倍程高まるなど季節的変動
が大きい。 

 
a. 底魚資源推定資源量：       143,255トン  
ロペス岬北側            40,616トン 
ロペス岬南側               102,639トン 
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b. 底魚資源最大持続生産量：         28,600～35,700トン 
ロペス岬北側                    8,100～10,100トン 
ロペス岬南側                   20,500～25,600トン 

c. 表層・中層浮魚資源最大持続生産量：  
沿岸域                         84,200～92,600トン 
ロペス岬北側                  11,500トン 
ロペス岬南側                  72,700～81,100トン 
沖合い                         94,300～104,300トン 

d. 表層・中層浮魚資源推定資源量：  200,000トン（推定） 
 

(2) 漁業生産量 
2005年度の海面漁業の総漁獲量は 34,163トン。その内訳は、以下の通り。 

a. 企業型漁業： 11,620トン（内浮魚  200トン） 
b. 零細漁業 ： 22,543トン（内浮魚12,210トン） 
  零細漁業生産量は、2000年以降20,000トンから25,000トンの間で推移している。 

 
(3) 漁場環境 
漁場は、中央部に位置するロペス岬を挟んで海洋環境が異なるため、南北に大きく

分けられる。 
ロペス岬の北側は、海底地質が南側と比べて岩礁域が少ないことからトロール漁船

の主たる漁場となっている。また、ガボン人口の約 45％の人口を抱える首都リーブル
ビルに近いことから沿岸域における零細漁業も主に外国人漁民ベナン・ガーナ・ナイ

ジェリア人により岩礁帯も含めて盛んに行われている。したがって大陸棚漁場は、特

に底魚資源への漁獲圧力が年々強まってきており、資源と漁獲のバランスが崩れ始め

てきている。 
他方、ロペス岬の南側は、乾期湧昇流の勢いが強まると浮魚資源を中心としたバイ

オマスが高まり、好漁場が形成され、また沿岸沖合に張り出した大陸棚は広大な水域

が岩礁帯（16,800km２）で覆われており、トロール漁船が底曳き出来ない地域となっ
ている。しかしながら、当該地域は経済活動がほとんどない過疎地域で、漁業関連イ

ンフラも未整備なことから沿岸零細漁業活動はあまり盛んでなく、豊富な漁業資源は

手付かずの状態にある。 
現在、この地域の零細漁業はポールジェンティとマユンバを中心に行われており、

ポールジェンティではトーゴ人とベナン人、マユンバではベナン人を主体とした外国

人が漁業を行っている。また、リーブルビルのガボン人が所有する保冷ケースを備え

たカヌーが、リーブルビルをベースにサントメ人や赤道ギニア人を乗組員として岩礁

帯の底魚を対象とした 1本釣りで 5日間の航海を行っている。 
 

(4) 主たる零細漁業サイト 
  ① ロペス岬の北側 

a. ココビーチ 
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赤道ギニアと国境を接し、ムニ川の河口に位置する北部の中心都市。漁民総数約 290
人（ガボン 149人、ベニン 40人、ナイジェリア 88人、赤道ギニア 8人、マリ 3人、
カメルーン 2 人）、カヌー数 149 艘、内 62 艘船外機装備。フランスの援助で建設され
た漁業センター（製氷３トン／日、８m３の倉庫、20 m３の冷蔵庫、事務所、ワークシ
ョップ）がある。 

 
b. リーブルビル 
主な漁民居住区は、ノンバ橋地区とアビアション地区に大きく分けられる。漁民数

約2,000人、ピローグ数613艘で、そのうち545艘（89%）は船外機を装備。使用されて
いる主な漁法としては、①刺旋網 ②ボンガ用流し刺網 ③大型魚対象底刺網 ④小

型魚対象刺網 ⑤底延縄 ⑥甲殻類対象刺網他が挙げられる。漁業施設としては、1984
年に EUとイタリアが援助して実現したオウェンド漁民センターがある。当施設は2002
年から2年かけて海外漁業協力財団の協力により製氷施設がリハビリされている。 

   
② ロペス岬の南側 

a. ポールジェンティ 
ロペス岬近くにまたオゴウエ川の河口に位置するガボン中部の中心都市で、石油の

生産基地でもある。我が国が援助して2002年に実現した漁民センターがあるところで
ある。漁民数約350人、カヌー数159艘。 

 
b. オンブエ 
ガボンで最も大きなラグーンウンコミの南に位置し、エティンブエ県の県庁所在地

である。陸路からのアクセスが無く、交通の便が大変悪いところである。漁業は、主

にラグーン Nkomi、Iguela、 Ngovéを中心にして133艘のカヌーで行われている。 
 

c. ガンバ 
沿岸オゴウエ州の南部に位置するウンドゥグ県の県庁所在地であると共に重要な石

油産業基地で人口9,000人程の都市である。である。漁業は内水面に限定されて、海面
漁業はあまりなされておらず、零細なラグーン漁業が60人程の漁民により営まれてい
る。 

 
d. マユンバ 
ニャンガ州低地バニオ県の県庁所在地であると共にガボン南部の漁業中心地でもあ

る。人口は約3,000人である。漁業は、推定150人のガボン人と一部セネガル人漁民に
よるバニオラグーンでの内水面漁業と推定250人のポポ出身のベナン人による海面漁
業に分けられる。カヌー総数は190艘で、内106艘（56%）が船外機装備、84艘（44%）
が無動力化となっている。海面漁業は、３つの漁法①大型魚用刺網（目合100～150mm）
サルディネル用刺旋網（目合40mm）③水深50～80 mの底魚を対象とした１本釣り・
延縄で行われている。氷が無いため日帰り操業が行われている。 
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(5) 零細漁業の経営状況 
① 零細漁業就業者 
ガボンの海面零細漁業は、1950年代初めに近隣諸国（サントメプリンシペ・   
赤道ギニア・ナイジェリア・ガーナ・トーゴ・ベナン・セネガル）からの漁民が移動

してきて始まった。 
2002年度の水産養殖総局の統計によると、海面零細漁民総数は2,329人となっている。
この内76%が外国人漁民によって占められている。但し、漁民総数の中にはラグーン
で漁を営むガボン人漁民も含まれているので、実際に外海で漁をしている外国人の比

率は90％に至っている。 1998年に AfDBの資金でフランスのコンサルタント SEPIA
とCOFREPECHEが実施した漁村調査報告によると、漁民数は約3,500人となっている。 

 
② 零細漁舟（カヌー）のオーナー 
一般的にカヌーは、外国人漁業者によりガーナからの輸入品か現地で建造されたも

のを使用している。しかしながら近年長期操業する一本釣り・底延縄カヌー及び一般

カヌー建造分野に公務員・民間投資家そして小金を貯めた女性仲買人が投資して、カ

ヌーオーナーとして外国人漁民を雇用してカヌー経営する傾向が強まってきている。 
 
③ 零細漁舟（カヌー） 

2003年度時点での海面零細カヌー総数は、1564艘となっている。そのうち約75%が
船外機装備されている。 

 
④ ガーナからの輸入カヌー 

10～15m の大型丸木舟カヌーで、カイルセドゥラ（Caïlcedra）と呼ばれる木で建造
されている。船底は15～20cmの厚さとなっている。輸入価格は約555万 FCFAである。 
⑤ FRP製カヌー 
リーブルビルとポールジェンティのFRP船造船所で1998年～1992年にかけて南部水
域の50～80mの底魚を対象にして建造された一本釣り・延縄カヌーである。小型漁船
と呼んでも良い。船の概要は、全長13～15m・船外機40馬力2機掛け、保冷魚倉容量 
1m３、乗組員7～10名、航海日数5日となっている。船のオーナーはガボン人、乗組員
は赤道ギニア・サントメ人の組み合わせが多い。最も大きいタイプで建造総経費が600
万 FCFA程かかる。 

 

               
写真31 ポールジェンティ漁民センター    写真32 船建造された FRP近代化カヌー 

 



 

 - 28 -

          
             

2写真33 ポールモール CMPAで試験操業している 
船外機2機掛け FRP 

 

⑥ 漁業水域に関する漁業規則 
ガボンの漁業水域は、漁業法により下記のように4つのゾーンに分かれている。 

ゾーン 水域 操業条件 
ゾーン

１ 
内水面（川・河

口・ラグーン） 
基線の内側の水

域 

漁業ライセンスを持ったガボン人零細漁業者に入漁は限定

される。企業的な漁業、底曳き・モノフィラメントを使っ

た漁法は禁止されている。 

ゾーン

２ 
基線から３マイ

ルの範囲 
ガボン人の零細漁業者と零細漁業合弁会社に入漁は限定さ

れる。 
企業的な漁業、底曳き・モノフィラメントを使った漁法は

禁止されている。 
ゾーン 

3 
基線から３マイ

ルから6マイルの
範囲 

漁業ライセンスを保持するすべての零細漁民とガボン国籍

を有する450トンを上限とする漁船。 

ゾーン 
4 
基線から6マイル
から200マイルの
範囲 

ガボンの漁業規則を尊重するすべての漁業ライセンスを保

持する漁船。 

                         表3-2. 漁業水域と操業条件 
 
⑦ 漁具・漁法 
魚種により以下のような漁具・漁法に分類される。 

a. 沿岸表層浮魚 
・ 表層流し刺網 
目合25～35mm、網長1,000～1,200m、網丈4 m網地は年々禁止されているモノフィ
ラメント製のものが使用されるようになってきている。乗組員3人。 
・ 旋刺網 
目合25～35 mm、網地は年々モノフィラメント製のものが使用されるようになっ
てきている。乗組員6人。 

 

                                                        
2漁業養殖総局は、この近代化カヌーまたは小型漁船をポールモールＣＭＰＡで育成するガボン人若手漁民

が乗船する船と考えている。 
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・ まき網 
     目合10～20 mm、網長1,000～1,500 m。乗組員１５人。リ－ブルビルにのみ限定し
ている。 

 
b. 海底が砂泥質の場所の底魚 
・ 小型魚用底刺網 
目合40～60 mm、有結節、マルチフィラメント、網長500 m前後。 
対象魚：ツバメコノシロ・ニベ類・タイ類・フエダイ・カマス 

・ 大型魚用底刺網 
目合70～140 mm、有結節、マルチフィラメント、網長1,500 m、網丈4 m 
対象魚：サメ・ナマズ・平アジ・イセエビ 
〔注〕上記刺網は、15～40馬力の船外機を装備した8～12 mのカヌーに4～7人の漁民が乗って

行われている。 

・ 地曳網 
ロペス岬とエスレリアス岬の漁民がおこなっている。 

 
⑧ 漁業金融 
a. 公的金融 
現在、69%政府資本の開発ガボン銀行(Banque Gabonaise de développement : BGD)と

77%の政府資本の農村金融国立銀行(Banque Nationale de Crédit Rural: BNCR)の 2行が、
農業・水産・畜産・森林の第一次セクター分野振興のための融資を行っている。水産

分野に実際に融資を行っているのは、BNCRである。但し、BNCRの融資は公務員を優
先とするサラリーマンが対象となっており、実際に必要とされる漁民は対象外となっ

ていない。 
b. 非公式金融 
漁業分野では、5つのタイプの資金ソースがある。 
・ 個人貯金または家族内融資 
・ トンチン 
アフリカ各国で伝統的に行われている数十人の有志がお金を出し合って一人ず

つ順番に利用して行く民間相互扶助金融のことである。トンチンの種類としては、

部族トンチン・居住区トンチン・仲間トンチンがある。漁業分野では、漁民トン

チン・燻製従事者トンチン・魚塩干従事者トンチン・仲買人小売人トンチンがあ

る。基本的にトンチンには無利子となっている。 
・ 仲買人による融資 
魚の買い付けをする仲買人が、魚を確保するために漁民に漁業資機材を提供す

る形態である。 
・ 業者と連携した投資家による融資 
ガボンの場合、公的金融を利用できる公務員が、零細漁業分野に投資してカヌ

ーのオーナーとなったり、船外機・漁業資機材を漁民に代わって購入する形態で

ある。 
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・ 業者によるクレジット 
船外機の代理店等が行っているクレジット販売の形態である。 

 
⑨ ポールジェンティ周辺漁村の現状 
【Cap Lopez（ポールジェンティ北部）】  

a.  大多数を占めるトーゴ人と 32人のガーナ人、10数人のガボン人で構成され、約 350   
人が居住している。 

 
b.  外国人漁民は、1950年代から移住してきており、家族と共に定住している。滞在許
可証 Carte sejourと漁民登録 Carte de pecheursを取得して漁をおこなっている。 

 
c.  漁業は、5艘の 40馬力船外機装備大型カヌーによる地引網と５艘の 15～25馬力船
外機装備の中型カヌーと 19艘の手漕ぎカヌーによる底刺網漁法によりおこなわれて
いる。地引網（長さ 1500m、丈 16～24m、身網目合 40mm・網糸 210/18）漁は、15～
20人の漁師で組が構成され南北沿岸 30数 kmまでを操業範囲としている。対象魚は、
ヒラアジ・ニベ類・タイ類・ミゾイサキ・バラクーダ他。 

 

          
       写真34 地引網カヌー                写真35 底刺網カヌー 
 

d.  女性は、漁獲物の燻製加工・仲買小売、隣接地での換金作物である野菜栽培（トマ
ト・サラダ・オクラ他）に従事している。 

 

           
写真36 ドラム缶を利用した燻製釜    写真37 村に隣接する野菜畑 

          
写真38 ホウレンソウ          写真39 ナス 
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e.  居住しているトーゴ人は、すでに定住してから 50年以上経過しており当地で生ま
れ育った第 2・第 3世代の住民の大多数が、ガボン人国籍の取得を希望している。 

 
【Matanda1 村（ポールジェンティ南部）】 

a. ベナン人漁民が 1968年から住み着いて出来た。 
 
b. 隣接してMatanda2・3のベナン人村落とナイジェリア人村落 Lipと Iguiriがある。
これらの漁村は、直接外界に面しておらず波静かなマングローブ林の内側に位置して

いる。 
 
c. 操業は、沿岸 6マイル内の水域で手漕ぎの 6mカヌー及び 25～40馬力の船外機を装
備した 8～12mのカヌーにより表層刺網・底刺網・旋刺網で行われている。また、40
馬力の船外機と保冷ケースを装備した 12～14mのカヌーにより延縄・底一本釣りが
南部水域を漁場として 4～5日航海で行っている。 

 
 

         
   写真40 マングローブ林内の船着場    写真41 旋刺網で漁獲されたボンガ  
                   

d. ボンガ等の表層浮魚を除いて、一般的に漁獲されている魚の体長は大きい。漁獲量
は季節により変動するが、ロペス岬南側での漁は比較的に安定しているといわれてい

る。 
 
e. 水揚げされる底魚と平アジ類は、漁村の女性によりポールジェンティの公設市場ま
でタクシーで運ばれ、販売される。 

 

           
     写真42 グランビラージュ市場        写真43 同左 
         （フエフキダイ、タイ類、ヒラアジ、ボラ） 
 

f. 水揚げされる浮魚のボンガ、カライワシと一部ヒラアジは、女性により漁村内に幾
つか設置されている燻製小屋で燻製加工される。 
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写真44 燻製小屋     写真45 魚の量に応じて段数を増やす 写真46 燻材 
 

g. 燻製された魚は、鮮魚同様漁村の女性によりポールジェンティの公設市場までタク 
シーで運ばれて売られる。ボンガについては、その大部分が袋積みにされて域外に搬

出されている。 

           
写真47 燻製ヒラアジの輪切り      写真48 カライワシとアジの燻製 

 
h. 漁村には小学校がないため、学童期の子供は学校のあるポールジェンティまで遠距
離を通学しなければならない。そのためか子供の就学率は約 50%と大変低い水準にあ
る。 

 
i. 漁村内には電気・水道・学校・診療所等の生活インフラが整備されておらず、ガボ
ン人居住地域と較べて厳しい生活環境条件を住民は強いられている。 

 
j. 外国人漁民は 40年近く定住しており、ロペス岬の漁民同様にガボン国籍取得を希望 
している。 

 
⑩ ポールジェンティ漁民センターの利用 
a. センターでは、岸壁で水揚げする零細漁船への氷の販売・資材倉庫の賃借・鮮魚販
売（女性に販売場所を提供）そしてワークショップでの船外機メンテナンスサービス

となっている。 

         
写真49 製氷庫      写真50 鮮魚販売ブース   写真51 ワークショップ 

 
b. 当センターで水揚げする船（近代化カヌー）は、主に長期間操業をする一本釣り・
底延縄カヌーである。センターは、これらの近代化カヌーの水揚げだけでなく、氷・
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燃料・水・食料の補給基地となっている。他方、日帰り操業を行う漁民はこれまでの

水揚げ慣習を変えることを避け、利用していない傾向がある。 
 
【問題点】 
① 技術的側面 

a. ガボン人漁民のほとんどは内水面漁業に従事しており、海面漁業技術のノウハウを
有してない。（PSPAで対応） 

b. 最も資源的に豊富なサルディネルは、推定資源量 200,000トン、年間漁獲推定可能
量が 90,000 トンもありながら適切な漁具漁法技術が導入されてないためほとんど
開発されてない。国内需要が少ないのも一因となっている。 

c. 長期操業しているカヌーは、その需要に応じて近年増えてきているが、航海操業の
安全面に問題があり、積載物の配置を考慮した安全性・居住性・航海性能等の面で

改善改良すべきところが多い。 
 
② 社会的な側面 

a. 零細漁業従事者の 90%程は外国人で、ガボン人はわずか 10%ほどであり、危険を伴
う労働条件の厳しい海面漁業に従事することを拒む傾向がある。 

b. 漁獲可能資源量に比して漁業就業者の絶対数が少ない。特にガボン人は、300人に
も満たない。 

c. 現在も不法移民の流入が続いており、今後とも外国人漁民は増える傾向にあっても
減る傾向に無い。 

d. 長期定住している外国人漁民の生活は、精神的・物質的に非常に不安定な状態にあ
り、また公共サービスの面においても不利益を被っていている。そのため老人子供

病人等の弱者の生活が脅かされている。 
 
③ 制度的な側面 

a. 漁業養殖総局の行政能力キャパシティが弱い。特に地方レベルの人材が不足してい
る。 

b. 沿岸漁業資源の保全管理分野において、地域住民が参加する仕組みがない。 
c. 零細漁民を啓蒙・教育する制度がない。（PSPAにて対応） 
d. 漁民の活動を資金的に支援する現状にあった金融制度が整備されてない。（PSPAに
て対応） 

e. 操業違反の監視システムが整備されてない。（PSPAにて対応） 
 
④ 漁業政策の側面 

a. ガボン政府は、若手ガボン人漁民を育成して零細漁民のガボン人化を図っていこう
としているが、同時に対応しなければならない大多数を占める外国人漁民に対する

明確な政策を取ることを政治的配慮から避けている。 
b. 政府の海面零細漁業分野の明確なビジョンをもった中長期的な開発計画が欠けて
いる。 
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⑤ インフラ・機材分野 
a. 漁業サイトへのアクセスが陸上・海上共に容易でなく、漁業資機材の入手・漁獲物
の域外搬出が難しく、地域漁業振興の大きな制約要因となっている。 

b. 特にロペス岬以南の主要漁業サイトにおける漁業関連インフラ（特に製氷冷蔵庫・
水揚げ場）は未整備な状態にあり、漁獲物の損失を招くと共に漁業活動拡大制約要

因となっている。（PSPAにて対応） 
c. 輸入に頼っている漁業資機材を扱っている代理店が首都リーブルビルまたはポー
ルジェンティにしかなく、他の漁業サイトにおいてその調達が難しい。安定した操

業の実施・安定した収入を得る制約要因となっている。 
 
⑥ 漁業規則とその遵守の分野 

a. 漁業法により 4つの水域が定められ、水域毎の入漁条件が決められているが、決ま
りを遵守しないトロール船による沿岸浅海域での違法操業、漁業ライセンスを持た

ない外国人漁民の違法操業が横行している。またこれらの違法操業を原因とした、

沿岸零細漁民の漁具被害及び魚民間の紛争が頻発している。（PSPAで対応） 
b. 禁止されているモノフィラメント刺網が漁獲効率の向上を望む漁民の間に広まっ
ており、零細漁業分野における選択的な資源に優しい漁法形態が崩れてきている。 

 
⑦ 漁民教育分野 

a. 成人漁民の漁業訓練教育の場がなく、漁業技術レベル・識字率が低い。（PSPA 
で対応） 

b. 零細漁業に従事している外国人漁民の子弟の多くが教育機会をもってない。 
c. 地引網のような共同漁業は存在するが、漁村内における漁民の組織は未発達状 
態にある。 

 
⑧ 漁業資源分野 
外国研究機関の協力により概略資源量推定がなされているが、実際には資源動向を

調査研究する研究機関がないため、沿岸域にどのような漁業資源がどのくらい存在す

るか時系列で把握されてない。したがって、資源に見合った適切な持続的漁獲可能量

がわかってない。 
 
 

3-5-3 養殖業 
(1) ガボン養殖の歴史 

- 1954年：オウェムとリーブルビルに国立養殖ステーション建設 
- 1970年：国連ＰＮＵＤによる養殖改善・調査研究プロジェクト開始 
- 1977年：アメリカピースコーによる農村養殖プロジェクト開始 
- 1980～2004年：民間業者と国立養殖ステーションによる活動の継続 
- 2001年：スペインによるペリエ養殖ステーションの一部リハビリ 
- 2005年：海外漁業協力財団技術協力開始 
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(2) ガボンには 1954年以降に建設された養殖デモンストレーション普及センター(Centre 
de Démonstration et d’alevinage)が全国に 11ヶ所存在する。所在地は、以下の図の赤点
の場所である。 

 
   

 
 
 
  これらの養殖ステーションは、養殖業者または農村部で養殖を行っている。また、興

味のある住民に養殖技術を普及すると共に稚魚を供給する役割をもっている。 
 

(3) 養殖ステーションでは、ティラピア（Tilapia Nilotica）を種苗生産して全国に点在す
る 100軒程の粗放・半集約的養殖漁家に稚魚を供給している。 

 
(4) 内水面養殖は、2つの方式に大別される。 
① 粗放養殖(pisciculture extensive) 
一般的に農村部で行われている方式である。0,5～2 アールの養殖池と天然の 10～50
アールの溜池で行われ、生産された魚は自家消費用となっている。 
② 半集約的養殖(pisciculture intensive) 
一般的に都市近郊で行われている方式である。養殖規模は、2アールから１haで 
ティラピア(Oreochromis niloticas)だけでなく、ナマズ(Clarias gariepinus)とシクリッ  
ド(Hemichromis fasciatus)を捕食者とした混養を行っている。2005年度の半集約的養殖に
よる生産量は約 120トンである。 

＊ 現在ほとんどのステーションが老朽化・政府予算不足等の理由によりその機能を停止している。

養殖ステーション配置図 
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写真52 ﾃｨﾗﾋﾟｱﾆﾛﾁｶ     写真53 ﾅﾏｽﾞ     写真54 ﾃｨﾗﾋﾟｱ捕食魚 

 
(5) 養殖実態統計（2006年調査結果） 
① 養殖形態 
天然と記されているのは氾濫原の池で獲る形態のことで、養殖か漁業か区別が難しい。

ガボンではこの形態を養殖の範疇にいれているので、この点を考慮することが重要であ

る。 
ガボン養殖の現状は、下記の表が示すように天然・粗放養殖が 61%を占めており、半
集約・集約的養殖は 39%と過半数を割っている。 

 
形態 天然 

Artisanale 
粗放養殖 
Extensive 

半集約的養殖 
Semi-extensive 

集約的養殖 
Industrielle 

比率 14％ 47％ 37％ 2％ 
表3-3. 養殖形態別比較表 

 
  ② 飼育形態 
全体の 4分の 3以上を占めるティラピアの雌雄混合は、基本的にセキサージュが行わ
れない粗放養殖と一部半粗放養殖で実施されている。 

 
魚種 ティラピア 

雌雄混合 
ティラピア 
雄だけ 

混養飼育 捕食者混合 
飼育 

比率 73～90% 12～16% 7～9％ 8～10％ 
表3-4. 飼育形態別比較表 

 
③ 消費形態 
天然・半粗放養殖は一般的に自家消費され、半粗放養殖は自家消費と余剰販売され、

集約的養殖は市場販売されている。 
 
消費形態 自家消費 余剰販売 市場販売 
比率 57% 34% 9% 

表3-5. 養殖魚消費形態別比較 
 

④ 餌成分 
粗放養殖は、基本的に天然餌と残滓が使われている。半粗放養殖では残滓・小麦糠・
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ビール滓が使われている。高価な輸入ペレット・魚粉は集約的養殖と一部半集約的養殖

に使われているにすぎない。 
 
利用餌 天然餌 レストラ

ンパン屋

残滓 

小麦糠 ビール滓 ペレット 魚粉 

比率 ４３％ 21% 13% 17% 7% 5% 
表3-6. 利用餌別比較表 

 
⑤ 養殖従事者地域別平均年齢 

40 年以上に及ぶ養殖の歴史がありながら養殖分野の発展が見られなかったため、人
材面においても新規加入する若い人材が見られなかった。そのため養殖従事者の平均年

齢の高齢化現象が顕著な形となって現れてきている。 
 
州名 Estuaire Woleu-Ntem Haut-Ogooué Ngounié 平均年齢 
平均年齢 65才 52才 ４２才 54才 53才 

表3-7. 養殖従事者地域別平均年齢比較表 
 

⑥ 養殖生産量 
年間生産量は、2000 年以降急激に落ち込んでいる。養殖ステーションの機能低下に
より稚魚の供給能力が減ったことが大きな原因になっている。 
                               単位：トン 
年次 2000年 2001年 2002年 2003年 
生産量 558.5 102.3 73.0 80.0 

表3-8. 養殖生産量推移 
 

(6) 海面養殖は、外資による集約的エビ養殖事業が実施されているが、他の魚類の養殖は  
なされてない。 

 
(7) 現在海外漁業協力財団（OFCF）と AfDBの協力により、ガボン養殖振興の核となる
ペリエ養殖センターのキャパシティ－ディベロップメント支援と地方養殖センターの

リハビリ整備が実施または実施予定されている。 
      

  〔OFCFの協力内容〕 
   - 養殖専門家派遣によるティラピア養殖技術の改善と技術移転 
   - 養殖技術者の養成 
   - 養殖施設のリハビリ 
   - 養殖振興支援 
 



 

 - 38 -

  〔AfDBの協力内容〕 
   - 既存養殖ステーションのリハビリと新養殖ステーションの建設 
   - 養殖指導教官の教育養成 
   - 養殖漁家の教育養成 
   - 普及 
   - 技術支援 
 

ペリエ養殖センターの組織図 
 

 
 
 
 
 
 
 
【問題点】 
① 政府の養殖ステーション運営能力不足 

a. 全国に 11ケ所ある養殖ステーション施設のほとんどが、老朽化と管理能力・運転
資金不足により機能停止状態にある。（PSPAにて対応） 

b. 養殖ステーションがその役割（種苗の供給と技術指導）を十分果たしておらず、養
殖従事者に安定的な稚魚の供給ができていない。また、適切な技術と養殖経営のノ

ウハウが移転されないため、持続的な養殖の振興がなされていない。 
 
② 技術的側面 

a. 現地にあった適正な養殖技術（半集約的養殖と粗放養殖）が開発されてない。（OFCF
による支援） 

b. 餌料生産するための穀物がなく（農業の未発達）現地で入手できる材料を利用した
餌料生産が難しい。高い輸入餌料に依存しなければならない。（OFCFによる支援） 

 
 
③ 社会的側面 

a. 伝統的に自給自足的な生活をしている農村社会の中では、お金と労力をかけて人工
的に魚を育てるという概念が育ちにくいようだ。 

b. 農村部においては養殖が振興しなかったため、後継者が育たず、全国養殖従事者の
平均年齢が 50歳を超えるなど高齢化が起きている。 

 
④ 制度的側面 

a. 起業資金・事業拡大資金調達のための効果的なクレジット制度がない。 
（PSPAにて対応） 

漁業養殖総局 

養殖局 

ペリエ養殖センター 餌料生産ユニット 教育訓練センター

漁業養殖総局支局
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b. 高い餌料は原料を輸入する際にかかる高い輸入税に対する補助金制度がない。 
c. 養殖従事者を指導する普及制度が存在しない等の政府の養殖振興支援体制の未整
備。（PSPAにて対応） 

 
⑤ 漁業養殖総局の政策面 

a. 内水面養殖分野の現状把握調査とその分析が十分なされておらず、中長期的な視点
をもった養殖開発計画が作成されてない。 

b. 豊富な水資源を利用した粗放養殖が、農村部においてそれなりに普及定着している
（養殖のうち 60%を占める）にもかかわらず、政府はこれまで集約的な養殖の振興
を優先し、粗放養殖に対する支援振興策を打ち立ててこなかった。 

 
⑥ 調査研究面 

a. 内水面養殖を含む養殖分野の開発調査研究を実施したり、技術を普及するための機
関・人材が存在してなかった。 

 
⑦ インフラ 

a. 農村部にある養殖サイトへのアクセスが整備されておらず、特に雨期の物・人の出
入りが難しくなり、養殖事業の発展の大きな阻害要因となっている。 

b. 既存養殖ステーションが老朽化、維持管理不足で使い物にならない状態に陥ってい
る。（一部 PSPAにて対応） 
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3-5-4 水産物加工 
 

(1) 生産量 
AfDB が 2005 年 5 月に作成した漁業養殖セクター支援プログラム評価報告書による
と、年間総漁獲量約 43,000トンのうち、18%にあたる 7,740トンが加工されている。 

 
a. 加工法 
塩干(salage-séchage)と燻製 (fumage)が行われている。その生産比率は、塩干が25%、
燻製が75%となっている。塩干は、腹開きされて塩蔵されたものが天日干しされたもの
である。燻製は、伝統的なバンダ方式とドラム缶を利用した方式で行われている。燻

材には、内水面では森の木が、海面ではマングローブ、製材残片及びカンナ屑が使わ

れている。 
 
b. 加工従事者 
一般的に女性が加工に従事している。加工にだけ従事している女性の数は明らかで

ないが、加工と魚の仲買・小売に従事している女性の数は、4,300人ほどである。 
 
c. 対象魚種 
内陸部では、アロワナがあまり生鮮流通しないことから、そのほとんどが塩干・燻

製加工されている。沿岸部については、資源的に最も豊富な表層浮魚資源のボンガと

サルディネルのほとんどが国内生鮮流通することなく燻製されている。 
 
塩干：内水面（アロワナ・ティラピア）     海面（大型ニベ類、底物類） 

                   
     写真55 アロワナ塩干品           写真56 ニベ塩干品 
 
燻製：内水面（アロワナ・ティラピア・カライワシ）  
海面（ヒラアジ、フエダイ、サメ・ボンガ他） 

                  
写真57 アロワナ燻製品         写真58 海産浮魚・底魚燻製品 
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(2) 価格 
市場価格面で魚種分けすると、下記のように４つのカテゴリーに分けられている。 
 

 
流通形態 

高級魚 
フエダイ 
大形ニベ 
タイ類 
バラクーダ 

 

中高級魚 
小形ニベ類 
カマス 
小型底魚 
ティラピア 
淡水魚 

大衆魚 
ボラ 
大形ボンガ 
海ナマズ 

最も安い魚 
小形ボンガ 
サルディネル 
サメ 
アロワナ 

鮮魚 1,100～
1,800F/kg 

1,100～1,300Ｆ
/kg 

700～1,100Ｆ/kg 300～600Ｆ/kg 

塩干・燻製

魚 
2,500～

5,000F/kg 
2,000～3,000Ｆ

/kg 
600～800Ｆ/kg 400～600Ｆ/kg 

表3-9. 流通形態・魚種別市場価格 
 
・ 上記価格は首都リーブルビルの価格で、地域によって価格差がある。 
・ 一般的に高級魚を除いて塩干・燻製魚の価格は鮮魚価格と比べて安くなっている。 
・ 塩干魚と燻製魚の価格はほぼ同じであるが、塩を外部から購入しているところは塩

干魚の価格が燻製魚より高くなっている。 
 

(3) 加工従事女性の労働形態 
燻製に従事している女性は、下記の2つの形態で働いている。 
a. 燻製釜を所有して、自身で原料を購入して燻製して販売を行っている女性。 
b. 燻製釜を所有せず、燻製作業だけを行う女性。取り扱った鮮魚購入価格の約 20%を
報酬としてもらう。 

 
(4) 流通 

a. 国内市場 
国内人口の40%が居住する首都リーブルビルと第2の都市ポールジェンティを中
心に生産地と消費地間の塩干・燻製魚流通経路が主要国道及び河川を通じてできて

いる。 
漁村で生産された塩干・燻製魚は、漁村から仲買人または船外機装備のカヌーを

所有する漁民により地方の中心都市まで運搬され販売される。（漁村女性がタクシ

ーで直接町の公設市場に持ち込み小売するところもある）そしてそこから地方都市

の仲買人により周辺部落に運ばれ、地方都市・大都市の仲買人によりリーブルビ

ル・ポールジェンティの公設市場に運ばれ、小売人に販売されている。 
 

b. 国外市場 
国内で生産されるボンガ燻製のほとんどが、１m３容量のカートンに梱包されト
ラックに積まれ陸路オイェム経由で隣国カメルーンのヤウンデとドゥアラに輸出
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されている。また、近隣国で需要の高いアロワナが、量的に少ないが燻製品として

輸出されている。 
 

【問題点】 
① 燻製釜のコンセプト 

a.  漁業養殖総局及び AfDBの報告書によると、現在、漁村で使用されている燻製釜
は、燃料効率・生産性・耐久性等の面で問題があり、改良すべきとの提言がなされ

ているが、現時点で改良近代化の必要があるかどうか疑問が残る。わずかな量の漁

獲物を取り扱う零細漁村の燻製釜は、なるべく費用を掛けずに現地にある材料を利

用した釜の製作を基本コンセプトとすることが非常に重要である。現状では、資金

を投入し、外部から材料を持ち込んで新しい釜をつくることを近代化と履き違えて

いるように見受けられる。 
b.  一方、マユンバのようにサルディネルが大量に漁獲され、生鮮流通が存在しない
場合、魚体の痛みが速いサルディネルを一度に大量に燻製処理することが出来るよ

うな釜の導入が必要とされる。しかしながら、現状では、伝統的な小規模な釜しか

存在しない。 
 
② アロワナの付加価値付け 

a.  現在、水産物加工の専門家が派遣され、アロワナの燻製・塩干以外の付加価値付
けについても取り組んでいる。しかしながら、基本的にアロワナは未利用資源でな

く有用資源としてすでに利用され、生鮮流通されてないことが課題となっていると

いえる。これは、ガボン人の食習慣の中に入り込んでいかねばならない問題であり、

新たな加工開発は容易でない。時間をかけて取り組んでいく課題であろう。 
 
b.  漁業養殖総局もアロワナの市場開拓のため、需要の高い近隣国と接触して市場開
拓案を作成している。ボンガの燻製のように民間業者の参入が本格化していないこ

とが輸出促進のブレーキになっていると思われる。 
 
③ 燻製品の付加価値付け 
ヒラアジ・フエダイのような高級魚も燻製にされているが、あまり付加価値付けの努

力がなされてないことと、市場が販売価格の安い国内に限定されていることから、生

産者の収入増加にあまり貢献できていない。 
 
④ 未利用資源の有効利用 
マユンバの沖合を中心として推定資源量20万トンを超えるサルディネルは、ほとんど
漁獲されておらず未利用資源となっている。また、漁獲されるサルディネルは、燻製

加工されるのみで、生鮮を含むその他の加工利用も存在しないことから、国内需要も

喚起されない状態にある。 
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3-6 環境社会配慮 
3-6-1 現地の状況と開発計画 
本調査の対象地域は海面漁業、内水面漁業、養殖の各漁業地域であり、開発計画にお

いて特にインフラの整備にかかる事業計画は盛り込まれないため、生態系に大きな影響

を与えるものとは考えにくい。しかしながら、漁業資源をはじめとした天然資源を活用

した漁民（養殖従事者含む）の収入創出手段の開発や促進を目指す計画内容となるため、

生態系に影響を与える可能性を考慮し、開発計画策定の際には環境影響に十分配慮して

実施することが重要である。 
 
3-6-2 本調査における環境調査 
本調査においては初期環境評価（IEE）を実施することとしているが、ガボンの環境
法制度及び環境評価制度に従い、必要に応じて概略的に環境影響調査を行う。調査結果

は簡易環境影響調査書とし、環境社会配慮の支援と確認を行う。 
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第 4章 水産分野協力のレビュー 

4-1 我が国による支援 

4-1-1 無償資金協力（水産無償、草の根無償） 

ガボン国は一人あたりの GNI が 4,000 ドルを越える中所得国であるため、一般無償

資金協力の対象外とされており、水産無償資金協力を中心とした協力が行われている。

これまで 2件の漁民センター建設（ポールジェンティ、ランバレネ）の他、2000 年以

降、5件の草の根・人間の安全保障無償資金協力が行われている。漁民センターの建設

（ポールジェンティ）は 1998年に策定された「零細漁業・養殖開発計画（2000-2005）」

の一部が実現されたものである。 

センター設立は水産・養殖総局にとって初めての大型プロジェクトであったため、

内外から注目を浴びるなど、社会的なインパクトが大きかった。センターの運営に関

しては、専門家による運営指導が継続的に実施されており、氷販売・漁具倉庫賃貸に

よる事業収入で約 6,800 万 FCFA（2002 年～2005 年累積）の収益が確保されている。

漁民センター建設に際して導入された「共同運営方式」1が効果を奏し、自立発展性が

期待される。今後より透明性を高めるため、水産・養殖総局による会計検査システム

を導入する予定となっている。 

 

（年） 2002 2003 2004 2005 合計（FCFA）

販売収益 20,175,500 86,683,000 78,358,000 72,488,502 257,705,002 

支出 12,825,988 74,944,000 46,715,337 54,973,507 189,458,832 

収支 7,349,512 11,739,000 31,642,663 17,514,995 68,246,170 

* 小木曽専門家報告書（2006年 5月） 

 

表 4-1. ポールジェンティ漁民センターの氷販売等による販売収益 

 

                    

 

                               

図 4-1． 共同管理方式模式図 

                                            
1 水産・養殖総局の地方支所長を漁業センター長に任命し、製氷機を活用した氷販売等の基本的な事業経
営は漁業組合が行う。水産・養殖総局と漁業組合間での相互牽制機能が働くことがメソット。 

共同管理方式 

センター長

会計役

組合長

漁業組合 

水産・養殖総局支所長 

（政府機関） 

相相互互牽牽制制作作用用（（汚汚職職防防止止））

兼任 

選出 
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ポールジェンティ漁民センターは衛生管理の行き届いた水揚げ場の他、市場で水産

物以外の商品を取り扱うなど地域振興のためのモデル拠点ともいえる。 

今後は、既存の水揚げ場との差別化を図りつつ、多施設との共存の中で水産業の活

性化を促す役割を担っていくことが求められる。 

内水面漁業地域にあるランバレネ漁民センターは、地域の魚の集荷販売機能のみな

らず、施氷による魚の鮮度保持・カヌーへの給油、そして船外機の保守点検修理機能

も備え、更に漁民教育啓蒙事業も実施しており、まさに地域の零細漁業振興基地の役

割を果たしている。同センターは開所して一年ほどが経過し、運営も徐々に軌道に乗

り始めた時期にある。周辺漁民の中には、従来どおり不衛生な水揚げ場を利用する人

もあり、清潔な水揚げ場の利用を促す必要がある。今後は漁民に対する衛生指導等啓

蒙活動を行い、水揚げ拠点のモデルとしての位置づけを確立すべく、運営体制の見直

しや広報の強化を実施していくことが求められている。 

 

4-1-2 個別専門家派遣 

(1) 短期専門家（1977-1999：2名） 

1997 年にガボン最初の専門家として「小規模漁業振興計画」分野の短期専門家が 6

ヶ月間派遣され、国内漁村調査の結果に基づき、「小規模漁業振興計画（案）」を作成

し、提案している。1998 年、同分野に後任として派遣された短期専門家は、零細漁業

社会経済調査（海面漁業のみ）やペリエ養殖センターにおける技術指導の他、有機養

殖（ティラピアと養鶏）、淡水エビの養殖試験、漁民・漁船の登録データベースの作成

を実施している。当時、海面漁業者の約 8 割が外国人漁業者であったため、ガボン人

漁業者の育成が急務であるとの認識から、オウエンドの漁民センターをベースに年間

20人の漁民を育成することを目的とした「ガボン人若手漁民養成計画」が具体化した。 

 

(2) 長期専門家（2000-2004：2名） 

第 1期目の長期専門家は上記短期専門家を引継ぎ、「若手漁民育成」「漁業組合管理」

「ラグーン漁業調査」を TORとして派遣された。当時、我が国の最初の無償資金協力

である「ガボン共和国漁民センター整備計画（現：ポールジェンティ漁民センター）」

の 2001 年度着工が決定しており、同専門家はこれまでの TOR になかった「漁民セン

ターの経営管理支援」と「ガボン人若手漁業者育成」と 2 つの業務を優先的に実施す

ることとなった。オウエンドとオンブエには既存の漁民センターが存在していたが、

いずれも経営の不調が訴えられており、技術専門家による運営改善が求められていた。 

「ガボン人若手漁業者育成」に関しては、2000 年度から水産・養殖総局がフランス

人顧問の支援を受け、漁業研修プログラムを試験的に実施していた。2001 年度には一

部ガボン政府負担の研修施設の建設も行われ、日本・フランスによる援助協調により

機材を整備し、2003年までに基礎コース（52名）、応用コース（19名）が訓練を終了
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している。 

当初よりフランスによる支援は 3年間の計画であり、2002 年度には国立の漁業訓練

機関として認可を受ける予定となっていたが、その認可は遅れた。その後、第 2 期目

の専門家着任後も訓練が開始されない状況が続いたため、その間、同支援に関わる約 5

名の教官・技術普及員の育成を図ることになった。また、本専門家要請段階では、「若

手漁民育成」が TORであったが、水産・養殖総局からは「零細漁業開発計画に資する

実態調査の実施」と「開発計画に関する助言」が求められたことから、「漁業実態調査」

を活動の柱として水産・養殖総局所属の技官に対する技術移転を行った。専門家は調

査結果を取りまとめ、水産・養殖総局に提出している。 

 

(3) アドバイザー専門家（2004-：1名） 

現在派遣中の専門家は、2001年以降の専門家業務を踏襲して、「漁民センターの経営

管理支援」、「新規案件形成」を行っている他、モロッコ・チュニジア両国からの南南

協力実施に向けたマッチング調査等の各種調整業務を行っている。本専門家が派遣さ

れて以降、新規漁民センター（ランバレネ）が竣工したこともあり、水産・養殖総局

からは、より社会インパクトの大きい漁民センターの運営指導に期待が寄せられてい

る傾向が見受けられる。また、本専門家は 2005年 6月にアフリカ開発銀行が実施した

融資開始前の計画評価調査に同行し、前述の PSPAプロジェクトの枠組みにおいて我が

国がどのように効果的な協力を進めていくかについて協議・調整を行っている。 

 

4-1-3 個別研修（本邦研修、第三国研修） 

我が国がモロッコにおいて実施している技術協力プロジェクト「零細漁業普及振興」

等による人材育成の成果を生かし、技術交換等のスキームを活用した C/P 研修がほぼ

毎年実施されている。また、本邦研修は、漁民センター施設の管理において重要とな

る「冷凍機保守」などの特定技術から「漁業コミュニティー開発」といった参加型開

発手法を取り入れた住民組織化まで多岐に亘る分野で実施している。ただし、仏語圏

を対象とした集団研修枠がほとんどなく、個別案件としての要請となるため、少人数

での実施に限られている。 

 

4-1-4 青年海外協力隊派遣 

2005 年から青年海外協力隊の派遣を開始し、漁業生産、村落開発普及員、理数科教

師等合計 12名が首都を中心とした任地にて活動中である。派遣開始後 1年が経過した

ところであり、協力隊派遣の効果については今後評価していくことになるが、ガボン

調整員事務所においては、さらに要請を増やしていく方向にある。 
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分野 配属先 主な活動内容 

漁業生産 ﾎﾟｰﾙｼﾞｪﾝﾃｨ漁民センター センター活性化と統計手法の改善 

漁業生産 オウエンド漁民センター センター活性化と統計手法の改善 

村落開発普及 オゴウエ水産支局 漁民の組織化及び社会調査 

表 4-2. 2005年派遣開始協力隊分野（水産関連）一覧と配属先 

 

4-1-5 海外漁業協力財団（OFCF）による支援 

2002 年以降、オウエンド・オンブエ両漁民センター（1984 年に EU・イタリアの協

力により設立）を対象に施設修復や製氷機・貯氷庫などの機材供与を行っている。ま

た、2005年から 2年間の計画でペリエ養殖センター内の養殖ステーションに内水面養

殖の専門家を派遣し、給餌による養殖手法の開発に対する協力を開始している。 

 

4-2 他ドナーによる支援の動向 

4-2-1 フランス 

1983 年に締結された二国間協力協定に基づき、これまでに技術協力として漁業訓練

パイロットプロジェクトを実施し、ポールモール水産・養殖センターに訓練漁船 4 隻

が供与された（3年間、1億 7,000千万 FCFA）。その後も水産・養殖総局に技術顧問を

配置する他、「品質・衛生管理」「法制度整備」における技術支援を実施している（2003

年時点で専門家 3名）。 

また、フランス開発基金の協力により甲殻類養殖の試験操業が実施されている（事

業予算のうち 40％＝約 4億 FCFAを負担）。 

 

4-2-2 EU 

1984年に EUとイタリアの協力により 2件の漁民センター（オウエンド、オンブエ）

が設立されている。 

 

4-2-3 スペイン 

ペリエ養殖訓練センター整備（リハビリ）事業を実施し、養殖池、囲い、研修施設

の建設、貯水施設の整備、水路整備を行った（約 3 億 7,900 万 FCFA）。テラピア・ニ

ロチカ、ナマズ類など淡水養殖の技術専門家（短期）を派遣し、技術移転がなされて

いる。 

 

4-2-4 FAO 

1998年に内水面養殖業の社会経済調査、1999年に淡水養殖及び統計処理（ARTFISH

の導入）に関する技術協力を実施するほか、水産法規及び改正の支援を行っている。

また、2004 年にはココビーチ近隣漁村において水産コミュニティー強化プロジェクト
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を開始し（同プロジェクトに配属している職員が 2006年度 JICA本邦研修に参加）、今

後も「水揚げ施設の建設」「漁民教育」において支援の拡大を予定している。 

 

4-2-5 WB 

AfDB、EU、フランス、中国、UNDP等とともにガボンの森林・水産・環境セクター

に対する効果的な支援を行うための援助協調の枠組み（セクタープログラムアプロー

チ）として PSFEを策定し、国家政策である経済の多角化を推進するための支援を行っ

ている。 

 

4-2-6 AfDB 

2005年 4月に評価計画調査団を派遣し、PSPAにかかる署名を行い、2006年 2月

同プロジェクトによる支援（2,100万ドル）を開始している。 

    支援内容の詳細については第 5章に記す。 



対ガボン水産分野協力活動年表

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

2008

2009

2010

拠点基盤整備計画 零細漁業開発 水産人材育成 水産資源管理

AfDB
PSPAプロジェクト
・インフラ整備
・水産行政人材育成
・水産養殖
・マイクロクレジット

短期専門家
（小規模漁業振興）

短期専門家
（小規模漁業振興）

長期専門家
（水産開発アドバイザー）

長期専門家
（若手漁民育成）

協力隊派遣
（漁業水産、村落開発）

ポールジェンティ
漁民センター

ランバレネ
零細漁民センター

ポールモール草の根無償

オンブエ草の根無償

零細漁業開発プログラム策定

技プロ
水産教師育成

短期専門家
（水産物加工）

中西部ｱﾌﾘｶ
沿岸諸国対象
第三国研修

（2007年要望調査）
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第 5章 アフリカ開銀による支援プロジェクトの概要及び進捗状況 

 

5-1 水産・養殖セクター支援プロジェクト（PSPA）の概要 

PSPAは 2005年に策定された「森林・環境・水産セクター計画1（PSFE）」の 5つあ

るコンポーネント（森林、水産、生物多様性、環境、組織強化）のうち、水産セクタ

ーに対し、AfDB の借款協力を実施するものである。PSFE においては、社会経済的側

面及び環境配慮の側面を考慮した総合的戦略を策定する必要性が提言されていたが、

次善の策として当時ガボン政府が有していた「零細漁業・養殖開発計画」の中から、

開発効果が発現しやすいコンポーネントを選択してプロジェクト群とし、PSPA事業内

容はデザインされた。PSPAは１）組織・制度強化、２）零細漁業開発・養殖振興、３）

水産・養殖総局能力強化から構成され、第 1 段階で水産・養殖総局傘下の中央及び地

方支部、各地水揚げ拠点における基礎基盤整備が行われ、第 2 段階で各漁業拠点地域

を中心とした事業が展開されることとなっている。（全体事業内容は以下の事業概要を

参照） 

 

表 5-1. 事業概要 

実施の目的 期待される効果 対象裨益者 

Ⅰ.森林・水産・環境資源の持続

的な管理を通じた経済の多角

化の実現 

GDP に対する水産業貢献度の増

加 

ガボン国民 

Ⅱ.漁業生産環境改善による漁獲

量の増加と所得向上 

漁獲量の増加と市場価値の向上 水産・養殖業従事

者 

21,700人（うち女

性：12,000人） 

活動内容 具体的な内容 投入 

Ⅲ.活動 

3-1. 組織・制度強化 

3-2. 零細漁業開発・養殖振興 

3-3. 水産・養殖総局（DGPA）能

力強化 

  

3-1-1. 職員及び漁業者の能力強

化 

-DGPA（管理職 20人＋技官 50人）

を対象とした漁業開発、評価調査

注）ここで養成さ

れた人材が、プロ

                                            
1 PSFE: Forestry, Environmental and Fisheries Sector Programme 構造調整政策の一環として IMF の

支援によりガボン経済の多角化を目指した政府経済プログラム（2004-2005）のサブセクターレベルにおけ

る枠組み 
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（全漁業地域）  等の各種研修と定期的再訓練の

実施 

 

ジェクト後期で

実際に技術移転

普及活動を実施

していく。 

3-1-2. 漁業に関わる法制度整備 

（全漁業地域） 

-漁業・水産法の全条文作成 

-漁船登録・ライセンス制度、税

制等制度整備を実施 

 

-法律コンサルタ

ント、計画漁業経

済専門家、税務専

門家、財政アナリ

スト（各 4M/M）

3-1-3. 漁業統計 

（全漁業地域） 

-FAO開発のシステム（ArtFISH）

で優先水揚げ拠点 30ヵ所（40％）

対象 

-上記対象拠点の漁業経営調査、

定期的データ収集・処理 

-DGPA統計室データベース強化 

-5州の統計ユニットの設立 

-8ロットの PC 

-種々のソフト 

-DGPA職員 32人

へのｵｰﾄﾊﾞｲ等調

査機材供与（手当

含む） 

-水産生物統計専

門家（6M/M） 

3-1-4. 内水面資源管理 

（内水面漁業） 

-農学森林調査研究所（IRAF）対

象 

資源量評価実施 

-2つのパイロット事業実施 

-ワークショップによるレビュー 

-期間 30ヶ月 

3-1-5. 漁業監視体制整備 

（海面漁業イグエラ、セテカマ、

ポントナンバ、オンブエ、マユ

ンバ、ココビーチ） 

-監視システムの構築 

-漁民代表 20人＋漁業技術者 6人

対象×2地域への研修旅行 

-監視用基地の建設及び設備供与 

-漁業者に対する啓蒙キャンペー

ン 10回 

-技術専門家（海洋

監視 2M/M、航行

2M/M、無線通信/

レーダー探知 2M/

M） 

-参加型監視対策

実施国内コンサ

ルタント 10M/M 

-基地建設 

-モーターボート、

発電機、エンジン

他 

3-1-7. 品質・衛生管理強化 

（海面漁業/SQISリーブルビル）

-EU 輸出品向け研究室技術者対

象国内研修 15人×2回 

-研究機材一式 
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-SQIS職員対象地域研修 1回 

-衛生管理システム全体の構築

（HACCP基準等） 

 

-沿岸地域漁業支援ポイント 7 ヵ

所における基盤整備 

 

-オフィス 3-1-8. インフラ/機材整備 

-養殖センター2ヶ所の整備 

-モデル養殖池の整備（各 3ヵ所）

-リーブルビルの研修センターに

20 漁業ユニットを整備、教育支

援 

-教室、宿泊施設 

3-1-9. 技術的支援 -漁業及び養殖分野における計画

策定に技術的支援 

-政策アドバイザ

ー 

-水産計画管理、生

物統計、生態学、

養殖の各専門家 

3-2-1.漁業者育成 

（零細漁業、養殖） 

-プロジェクト全体で 1,500 人の

漁業者育成に対する融資を実施。

CMPA2における若手漁業者育成

研修（ガボン若手漁業者 500人＋

水産関連部門従事者 500人、新規

参入者 300 人を含む漁業者 500

人） 

-上記 DGPA 職員を対象とした 4

地域における地方研修（参加型管

理など） 

-ペリエ、オイエム両養殖センタ

ーにおける短期講習（養魚工学と

養殖指導） 

-DGPA により雇用された草の根

レベルの指導者による漁労訓練

指導（改良釜モデルや保冷用コン

-漁業訓練コース

（9ヶ月） 

-125cc ｵｰﾄﾊﾞｲ 20

台 

                                            
2 CMPA: Centre des Metiers des Peches et de l’Aquaculture 
ポールモール水産・養殖専門センター（国からの認可を受けた唯一の漁業訓練機関） 
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テナの普及、衛生管理啓蒙活動

他）、養殖（池造成、家畜を利用

した給餌法）技術指導 

 

 

 

-漁業支援ポイント 6 ヵ所におけ

る基盤整備 

-整備にかかる地方自治体管理委

員会は、女性を主導としたものと

する。 

-コンクリート、桟

橋 

-貯蔵倉庫、販売用

ホール 

-飲料水施設、トイ

レ他 

3-2-2.インフラ・機材整備 

（海面漁業、内水面漁業） 

-養殖センターの整備（レバンバ、

タチバンガ、フランスビル） 

-養殖池のクリー

ニング、給餌水路

整備、建物・フェ

ンスの創設等 

3-2-3.モニタリング・コミュニケ

ーションシステム 

-IEC（情報・教育・コミュニケー

ション活動）ツールを導入し、ワ

ークショップによるモニタリン

グ指標を設定 

-各階層における意思決定を促進 

-国際コンサルタ

ント 3M/M 

-国内コンサルタ

ント 6M/M 

-コミュニケーシ

ョン機材 

3-2-4.零細漁業調査 -国家レベルでの市場開発調査 

-国外市場調査 

-2M/M（2 年目以

降各年） 

3-2-5. マイクロファイナンス 

（全漁業地域） 

－全漁業地域 7 ヵ所拠点に零細

漁業者に対する融資制度を導入

する。 

-NGO(AGAS、CROWN、COPEC)

による都市・農村地域におけるマ

イクロクレジット活動指導 

-国立マイクロク

レジット促進室

の設置（2003年）

 

3-3-1. プロジェクト活動管理 

（全漁業地域、リーブルビル） 

-DGPA 内にプロジェクト計画管

理のための CEP(計画実行室)を設

置する。 

-CEP は省内に設置され、コーデ

ィネーターと経営・財務担当者が

国内で募集採用される。 

水産・養殖総局、

漁業者、各組織 
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5-2 PSPAの実施スケジュールと進捗状況 

2005年 5月、AfDBは PSPA実施にかかる評価調査団を派遣し、当初、2006年 2月

開始を目処として署名を行った。しかしながら、AfDB側の借款審査に時間を要したた

め、実際には 2006年 11月に融資が開始された。 

PSPA は 1998 年に策定された零細漁業・養殖開発計画を基づいており、その内容が

社会経済的データに基づいていないため不確定要素が多く、フェーズⅠにおいては投

資効果が見込める基礎インフラ整備（融資額の 36％）を行うことになっている。フェ

ーズⅡの段階での対象人数や事業内容は開発コンサルタントとの契約段階で明確にな

る。以下は署名時点での事業全体スケジュールであるが、貸付開始までにすでに 6 ヶ

月の遅れを生じている。2008年 11月に予定されている中間評価についても当初計画よ

り遅れることが想定されるが、本件開発調査により開発計画が策定された場合、同計

画をもとにフェーズⅡの実施計画見直しを行うことが可能である（PSPA投入計画の詳

細は添付資料 7.を参照）。 

 

表 5-2. 事業全体スケジュール 

                            JICA専門家作成（2006）  

 

活動 責任者 開始 期間 

ガボン評価訪問団 政府/AfDB 2005年 4月 5-19日 2週間 

交渉 政府/AFDB 2005年 6月 15日 3日間 

AFDB貸付承認 AFDB 2005年 8月 3日間 

貸付協定署名 政府/AFDB 2005年 11月 3ヶ月 

貸付実施開始 政府/AFDB 2006年 5月 8ヶ月 

人材配置 政府 2006年 5月 3ヶ月 

各 NGO・研究所と協定署名 政府/AFDB 2006年 5月 2ヶ月 

コンサルタント・企業の採用 CEP/AFDB 2006年 6月 5ヶ月 

DAO準備と入札募集 DGPA/CEP/AFDB 2006年 7月 3ヶ月 

契約割り当てと署名 CEP/AFDB 2006年 7月 3ヶ月 

コンサルタント配置 CEP/DGPA 2006年 10月 3年 

中間評価 政府/AFDB 2008年 11月 3ヶ月 

監査 政府/AFDB 毎年 6ヶ月 

車輌・機材・設備購入 DGPA/CEP/AFDB 2006年 8月 7ヶ月 

桟橋工事実施 DGPA/CEP/政府 2006年 12月 2年 

その他建設・再整備工事実施 DGPA/CEP/政府 2006年 12月 2年 

研修実施 DGPA/CEP/政府 2006年 12月 4年 

受益者への啓蒙・指導 DGPA/CEP/政府 2006年 12月 4年 
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第6章 技術協力プロジェクト 

「第三国協力・水産養殖専門センター水産教師育成 3ヵ年計画」 
 

6-1 協力基本計画 

若手漁民育成は、2000 年以降、ポールモール水産・養殖専門センターを拠点にフラ

ンス・日本による支援を中心に継続的に実施されてきた。同支援においては、「若手漁

民育成」による漁業生産量の向上が目標として掲げられ、フランス人等専門家の投入

により 3年間の協力で新規漁業者等が育成された。JICAはその一旦を担うべく、「若手

漁民育成」分野の 個別長期専門家を派遣し、漁業訓練技術支援を行ってきた。しかし

ながら、フランスによる協力終了後、ガボン政府による訓練機関の認定や融資制度整

備が遅れたことが主たる要因となり、訓練活動は中断されるとともに、卒業生は漁業

に就労することもなく、十分な成果をあげることができなかった。中長期的な視点で

どのような漁民を育成していくのか、その方針が明確に示されてこなかったことがそ

の背景にあった。 

2005 年、ガボン政府は改めて水産業の活性化と雇用の創出の観点から、若手漁民育

成を目指すポールモール水産・養殖専門センターの強化プロジェクト（第三国研修・

第三国専門家派遣）を要請した。 

本件は、我が国の支援で一定の成果を上げたチュニジア国のリソース（キリビア、

マハディア、スファックスの各水産センター）を活用した南南協力により、同センタ

ーの再活性化を目指すものであり、PSPAとの連携により本来の目標である「若手漁民

育成」を実現することが期待される。また、本件の実施を通じてチュニジア側のオー

ナーシップを醸成するという意義も大きいことから、本件の実施を決定した。 

調査団は DGPA と技術協力プロジェクトの枠組みや投入計画について協議を行い、

ガボン政府が育成していく漁民は小型漁船を運航して、漁業を行う技術レベルであり、

CMPA において漁民育成に必要となる訓練カリキュラム等の整備及び教員の育成に取

り組んでいくことが確認された。しかし、現状ではそれ以上の検討がなされておらず、

方針は明確になっていないことから、調査団からの提言を踏まえ、水産教師のチュニ

ジアでの研修や、チュニジア人専門家による指導を通じてより具体的な人材育成計画

（求める人材の技術レベルを含む）を確定することで合意し、M/Mを取り交わした（付

属資料 5．参照）。 

 

なお、PSPAにおいては新規漁業参入者が、訓練受講後に就業できなかった過去の問

題点に対処するため、マイクロクレジット等融資制度を強化しつつ、漁業者育成機関

の組織強化及び機材整備を重点的に実施する方向にある。 
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6-1-1 プロジェクト名 

当初の要請通り、本プロジェクト名は「第三国協力・水産養殖専門センター水産教

師育成 3ヵ年計画」とした。 

 

6-1-2 実施機関 

(1) 森林経済・水利・水産・国立公園省 水産・養殖総局 

DGPA：Direction Générale de la Pêche et de l’Aquaculture Ministère de l’Economie 

Forestière, des Eaux, de la Pêche et des Parcs Nationaux 

(2) ポールモール水産・養殖専門センター 

CMPA：Centre des Metiers des Peches et de l’Aquaculture（CMPA） 
 

6-1-3 協力期間：３年間（2006年 10月～2009年 3月） 

 

6-1-4 プロジェクト計画 

(1) プロジェクト上位目標 

ガボン人若手漁民が研修を通じて新しい能力と近代的な技術を習得する。 

① プロジェクト目標 

ガボン人若手漁民に対する研修実施体制の確立を通じて水産・養殖専門センターの

能力強化を図る。 

 

② 成果 

1 CMPAに所属する水産教師の知識と技術が向上する。 

2 CMPAにおいて各指導科目の研修カリキュラムと指導マニュアルが作成される。 

 

③ プロジェクト活動計画 

1 CMPA所属のガボン人水産教師がチュニジア第三国研修に参加する。 

1-1 CMPA所属の水産教師が知識を習得し、技術移転のためのスキルを向上させる。 

1-2 各指導科目において CMPA所属の水産教師が教授法を習得する。 

2 CMPA 所属の水産教師がチュニジア人専門家から研修実施のためのカリキュラと

指導マニュアル作成手法を習得する。 

2-1 CMPA 所属の水産教師が知識を習得し、技術移転のためのスキルを向上させる。

CMPA所属の水産教師がチュニジア人専門家の支援により研修カリキュラムを作

成・改訂する。 

2-2 CMPA 所属の水産教師がチュニジア人専門家の支援により研修で活用する指導

マニュアルを作成する。 
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6-2 プロジェクトの投入計画 

本件は PSPAの枠組みの中で、新規参入者を対象とした漁業訓練教育体制の確立（教

員育成及び訓練指導用マニュアル、教育カリキュラムの作成や教授法の確立）に対する

技術的支援を行うものである。 

 

6-2-1 日本側投入 

① 第三国研修費 

2006年 2分野（漁業技術、航海術）×3ヶ月×2名 

2007年 2分野（漁業技術、航海術）×3ヶ月×2名 

    2分野（船内機・船外機、冷凍機保守）×5ヶ月×2名 

2008年 2分野（船内機・船外機、冷凍機保守）×5ヶ月×2名 

② 第三国専門家派遣 

2007年 研修カリキュラム（漁業技術、航海術）×4ヶ月×1名 

    研修カリキュラム（船内機・船外機、冷凍機保守） 

×4ヶ月×1名 

           2008年 研修カリキュラム（漁業技術、航海術）×2ヶ月×1名 

                  研修カリキュラム（船内機・船外機、冷凍機保守）×2ヶ月×1名 

  

6-2-2 ガボン側投入 

  カウンターパートの配置 

    CMPAにおける研修にかかるオペレーション費用 

 

6-3 運営管理体制（実施機関の役割） 

6-3-1 DGPA：ガボン水産・養殖総局 

CMPAにおける水産教師育成に関するプロジェクト全体の取りまとめを行う。 

6-3-2 CMPA：水産・養殖専門センター 

研修実施にかかる漁業訓練の技術部門を担当する。 
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第 7章 本格調査実施上の留意点 

 

7-1 調査全体 

ガボン国においては、これまで我が国の水産無償による漁民センター建設を中心と

して、零細漁民に直接的に裨益する水揚げ拠点の基盤整備が行われ、JICA専門家が運

営指導によるフォローを継続的に実施している。AfDBによる PSPAを通じた各地支部

及び水揚げ拠点の基盤整備に際しても、これまで日本の協力で培ってきた知見が生か

されることが期待される。 

同国水産セクターにおいては、これまで十分な社会経済的データに基づく包括的な

開発計画（マスタープラン）が存在していなかったことから、これまで各ドナーが個々

に投入を行ってきた経緯があり、結果として援助効果が見えにくい状況にあったとい

える。 

本格調査においては、各調査工程においてドナー間での意見交換を十分に行い、開

発計画に基づく効果的な支援をドナー間の援助協調を通じて一貫して行っていけるよ

う調整することが重要である。 

開発計画策定においては、各漁業地域における農漁村の現状を社会経済的調査によ

り把握し、実証調査を通じて住民参加型によるアプローチ等を取り入れていくことが

必要である。また、我が国がこれまで実施してきた仏語圏アフリカ地域における水産

協力の成果・教訓を生かし、カウンターパート研修等の投入においては積極的に第三

国リソースを活用することも有効である。 

 

7-2 内水面漁業 

貧困指数が高く社会経済開発が遅れている内陸部の現状を考慮し、内水面漁業開発

を核としながらも他の分野（特に農業・養殖・流通・林業）も含めた地域住民の生計

向上に寄与するような農漁村総合開発計画を策定する必要がある。そのためには、漁

家調査、漁場環境調査、主要魚種の資源動向調査、雨季における適切な漁具漁法の検

討やティラピア畜養可能性の検討などを行なうことが考えられる。 

 

7-2-1  水産物・農産物等地域産品の加工による付加価値付け及び流通改善等を通じて地

域住民の収入の向上に資する方策を検討する。 

 

7-2-2  調査を効果的且つ効率的に実施していくため、ガボン内水面漁業の中心地域であ

るランバレネ周辺及び内水面漁業ポテンシャルの高い地域を主たる対象として実施

する。 
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7-2-3  ランバレネ周辺の漁業振興に関しては、ランバレネ漁民センターを地域漁業振興

の拠点として、水産物流通整備・水産物の品質の改善だけでなく、地域漁村住民の

生計及び生活の改善を目指す。 

 

7-2-4  地域社会経済環境調査を実施して、内陸部の過疎化を抑制するために必要な地域

の活性を目指す。 

 

7-2-5  ランバレネ周辺の湖に位置する代表的な漁村において、実証試験を実施する。例

えば、天然稚魚を利用した浮き生簀による市場価値の高いティラピアの中間育成、

漁獲物・農業生産物の共同出荷などの試行を行う。 

 

7-3 海面零細漁業 

7-3-1  1997 年に作成された零細漁業・内水面養殖開発計画の不足部分を補完する形で、

外国人漁民で構成される漁村の社会経済調査、沿岸漁業資源管理分野の調査や近代

化カヌー（小形漁船）の普及にかかる調査を行う。 

 

7-3-2  漁村の社会経済調査については、外国人漁村社会と沿岸ラグーン漁業に従事して

いるガボン人漁村社会の二つの異なる漁村社会構造及び漁村を取り巻く社会環境に

かかる調査を実施して、総合的な視点から農漁村開発の方向性を検討する。注意す

べき点として、過大な投資を伴う計画作成を避け、地域の現状に合った住民参加型

のバランスのとれた零細漁村開発・漁業開発を目指す。 

 

7-3-3  沿岸漁業資源管理においては、地方政府・漁業養殖総局地方支局等の関係機関と

漁民の共同管理方式(Co-gestion)の有効性を検討することを目的として実証事業を行

う。 

 

7-3-4  最も漁業資源が豊富にありながら未利用状態にある南部海域の零細漁業現状調査

を実施して、現地漁民に受け入れられる漁具漁法の開発導入、現地の実情に合った

漁獲物の保存と加工、そして水産物の流通に資する方策を検討する。 

 

7-3-5  2006 年 10 月よりガボン人若手漁民育成のため、CMPA において水産教師育成 3

ヵ年計画（技プロ）が開始され、チュニジアの協力を得てガボン人教官の養成とガ

ボン人零細漁民育成プログラムが作成される予定である。本協力が小型漁船（近代

化カヌー）を用いた近代的な零細漁業を対象としていることを十分認識した上での

支援を行っていくことが求められる。 

 



 

 - 60 -

7-3-6  上記(5)に関連し、ガボン海面零細漁業を振興していくためには、近代化カヌー（小

型漁船）が果たすべき役割を明確にし、調査を通じて近代化カヌーが普及していく

ために必要な条件を提言することが重要である。例えば、ポールジェンティ漁民セ

ンターに近代化カヌーの補給基地としての新たな役割を与えるなど、近代化カヌー

の普及における漁民センターの位置づけを明確にすることなどが挙げられる。 

 

7-3-7  海面零細漁業を振興していく上で、約 90％を占める外国人漁民の位置付け・役割

を漁業開発政策の中で明確にすることが前提条件となる。 

 

7-4 内水面養殖 

7-4-1  現在、OFCFにより実施されている技術協力、また PSPAで予定されている養殖分

野の協力内容に欠けている内水面養殖（天然養殖・粗放養殖・半集約的養殖・企業

的集約養殖）分野の現状調査、地域別の養殖開発のポテンシャルについて周辺地域

の社会経済調査を含めて調査を実施する。 

 

7-4-2  ただし、企業的な集約養殖や半集約的養殖を除いて、ガボンにおける養殖は小規

模であり専業的に実施していくには経営上難しいことが想定されるため、総合農村

開発的な視点から農業や林業等との相互補完的な収入創出、ひいては食料自給率の

向上を目指す。 

 

7-4-3  半集約的養殖の振興については、OFCFによる支援や PSPAが養殖センター施設の

整備、養殖技術の改善と人材教育を中心として実施（予定）されているため、本開

発調査ではこのタイプの養殖が実際に普及するための方策を養殖形態別、地域別に

上記（1）の調査結果を踏まえて策定する。 

 

7-4-4  現在、水産・養殖総局が主たるターゲットとしているのは半集約的養殖であるが、

粗放養殖の開発ポテンシャルについても調査し、住民の組織化等の社会経済的な側

面と自然環境と調和のとれた養殖技術を考慮した粗放養殖開発の方策を策定する。 

 

7-4-5  外国資本の入った企業的集約養殖については、本開発調査の対象から除外する。 
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7-5 その他参考情報 

現地調査活動において必要となる経費の目安等について以下のとおり記す。 

 

レンタカー（4WD）運転手付 130,000FCFA／日

レンタカー（セダン）運転手付 75,000FCFA／日

運転手傭上（月額） 350,000FCFA／日

運転手傭上（日当） 29,500FCFA／日

車輌にかかる経費 

燃料費 370FCFA／L

通訳（英仏） 50,000FCFA／時

会議通訳（英仏） 150,000FCFA／回

現地通訳 

翻訳（英仏） 90,000FCFA／日

国内線航空券 ﾘｰﾌﾞﾙﾋﾞﾙ-ﾎﾟｰﾙｼﾞｪﾝﾃｨ間 120,000FCFA／往復

船チャーター料 船外機付ボート 74,000FCFA／日

* 通訳経費は業務内容に応じて変動する。 

 

 

 なお、再委託先についてはガボン水産・養殖総局が以下のコンサルタント会社を推薦し

ている。 

 

① EVASEFOR社 CABINET d’EXPERTISE 

Ｂ.P. 13448, Libreville, GABON 

TEL：241-71-10-36／FAX：241-06-06-47-04 

初等教育機関活動分析、教育セクター戦略（WB）、PRSP調査、国家開発戦略（ヨ

ーロッパ開発基金）について業務経験あり。 

② SUD INIT社 

保健衛生調査（データ収集、分析）、社会経済調査の評価、国土開発計画、農業

開発プロジェクトについて業務経験あり。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

付属資料１：予備調査 協議議事録（M/M 仏文・和訳） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

























 

 

 

 

 

 

 

 

付属資料２：事前調査 実施細則（S/W 英文・仏文） 









































 

 

 

 

 

 

 

 

付属資料３：事前調査 協議議事録（M/M 英文・仏文） 















































 

 

 

 

 

 

 

 

付属資料４：技術協力プロジェクト 討議議事録 

       （R/D 英文・仏文） 
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